
Ⅰ　は じ め に

本稿は，法人税法２２条４項が定める「一般に公正妥当と認められる会計

処理の基準」（公正処理基準）について，これに該当するか否か（公正処

理基準該当性）の判断をめぐる近時の裁判例の分析を通じて，公正処理基

準の法的意義を明らかにしようとするものである。公正処理基準の法的意

義は，法人税の課税所得計算における税務会計と企業会計との関係に関し

て問題とされるだけでなく，租税に関する憲法原則である租税法律主義と

の関係（これについてはⅢで検討する），税法の宿命的課題ともいうべき

租税回避との関係� など税法の幅広い文脈で問題とされるが，本稿では，

公正処理基準の法的意義を明らかにするために，公正処理基準該当性の判

断に対する裁判所の態度を検討することにしたい。

公正処理基準該当性をめぐる裁判例については，以下の２つの観点から

の分析・整理がみられる。１
　

 つには，その判断「対象」の観点から，次の

ような分析・整理がされている。すなわち，「これまでの公正処理基準に

係る争訟は，明文化されていない会計慣行の公正処理基準の該当性や，企

業が実際に行った会計処理に関して，明文化された基準の適用及び解釈上，

妥当な処理であったのかを判断するものであり，明文化された基準それ自

体の公正処理基準の該当性を争うものはほとんどなく，地裁での事例がわ
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ずかにあるのみであった。

一方，本件裁判例［＝ビックカメラ事件・東京高判平成２５年７月１９日訟

月６０巻５号１０８９頁］は，公正処理基準に該当するものとして，相当の期間，

実際に広く使用された明文化された基準であっても，税法における公正処

理基準に該当しないものがあることを高裁において判断したものであり，

また，以前にも増して明文化された基準が急速かつ多量に公表され続けて

いる現状を鑑みた際，公正処理基準に該当しないと判断される基準が他に

も出てくる可能性があることを示唆していると思われる。」�

もう１つには，公正処理基準該当性の判断「基準」の観点から，次のよ

うな分析・整理がされている。すなわち，「過去の判決等を分析すると，

会計基準が法人税法２２条４項にいう公正処理基準に該当するか否かを判断

する基準としては，①（新設された）その会計基準が慣行として醸成され

ているか否かという観点から検討するアプローチ（以下，便宜的に『慣行

該当性アプローチ』と呼ぶ。）と，②会計基準の内容が法人税法の趣旨や

同法２２条の要請に合致するか否かという観点から検討するアプローチ（以

下，便宜的に『基準内容アプローチ』と呼ぶ。）の二つがあると思われる。」�

本稿では，公正処理基準該当性の判断「対象」の観点からは，明文化さ

れた会計処理基準の公正処理基準該当性を，判断「基準」の観点からは，

「基準内容アプローチ」に従って，判断した裁判例を検討することにする。

具体的には，ビックカメラ事件・東京地判平成２５年２月２５日訟月６０巻５号

１１０３頁（以下「ビックカメラ事件・東京地判」という）及び同控訴審・東

京高判平成２５年７月１９日訟月６０巻５号１０８９頁（以下「ビックカメラ事件・

東京高判」という）と旧武富士事件�・東京地判平成２５年１０月３０日訟月６０

巻１２号２６６８頁（以下「旧武富士事件・東京地判」という）及び同控訴審・

東京高判平成２６年４月２３日訟月６０巻１２号２６５５頁（以下「旧武富士事件・東

京高判」という）を検討することにする。なお，本稿は，冒頭で述べたよ
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うに，公正処理基準該当性の判断に対する裁判所の態度を検討しようとす

るものであり，その判断「対象」である会計処理基準それ自体の内容の検

討は本稿の課題ではないが，本論に入る前に，それらの事件で公正処理基

準該当性が問題となった会計処理基準の名称だけを挙げておくと，ビック

カメラ事件では，日本公認会計士協会「特別目的会社を活用した不動産の

流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（平成１２年７月３１日。

いわゆる不動産流動化実務指針）であり，旧武富士事件では，前期損益修

正を定める企業会計原則（第２の６）及び企業会計基準委員会・企業会計

基準第２４号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（平成２１年

１２月４日）である。

前記の２つの事件における公正処理基準該当性の判断に対する裁判所の

態度について，次のような論評がされている。すなわち，「法２２条４項を，

いわば法人税法の外にある企業会計の基準を法人税法における規範として

『そのまま』受け入れるのではなく，法人税法の価値観によるフィルター

をかけて適切なもののみを規範として受け入れるという態度は，本判決

［＝旧武富士事件・東京地判］が引用する最高裁平成５年判決（大竹貿易

事件）で示され，プリペイドカード販売の対価の処理が争われた名古屋地

判平成１３年７月１６日訟月４８巻９号２３２２頁，いわゆるビックカメラ事件にお

ける東京地判平成２５年２月２５日裁判所サイト（控訴審東京高判平成２５年７

月１９日裁判所サイト）などにより，採用されている考え方である（東京高

判平成１４年３月１４日訟月４９巻５号１５７１頁（興銀事件控訴審判決）も，同じ

流れに属するものと解することができようか）。」�（下線筆者）

この論評（の下線部）でいわれる「態度」は，ビックカメラ事件・東京

地判の次のような判示にみられる考え方であろう。それは，「法人が収益

等の額の計算に当たって採った会計処理の基準がそこにいう『一般に公正

妥当と認められる会計処理の基準』（税会計処理基準）に該当するといえ
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るか否かについては，上記に述べたところを目的とする同法の独自の観点

から判断されるものであって，会計処理の基準（公正会計基準）とされる

ものと常に一致することを前提とするものではないと解するのが相当であ

る」（下線筆者）という考え方である（旧武富士事件・東京地判もこの判

示の前半部分を，「税会計処理基準」ではなく「公正処理基準」とする以

外は，同様に判示している）。この考え方は，「同法の独自の観点」が（控

訴理由に関する判示の中で）「同法固有の観点」という表現に改められた

ほかは，ビックカメラ事件・東京高判でも基本的に是認されている。

本稿では，このような考え方を「法人税法独自（固有）観点説」� と呼

び，その当否を検討することにする。このことが，本稿における筆者の直

接の問題意識であり検討課題であるが，研究の方向性としては，本稿の検

討を通じて，税法における恣意の排除（租税法律主義の自由主義的側面）

と民主的正統性の確保（租税法律主義の民主主義的側面）との関係やその

あり方を明らかにしたいと考えている。

Ⅱ　法人税法独自（固有）観点説の論拠と性格

１　法人税法２２条４項に関して説示された２つの「要請」

ビックカメラ事件・東京地判は，前記引用判示部分に先立って，法人税

法２２条４項の立法の経緯及び趣旨を説示した上で「このような同項の立法

の経緯及び趣旨のほか，同項が，『企業会計の基準』等の文言を用いず，

『一般に公正妥当と認められる会計処理の基準』と規定していることにも

照らせば，同項は，同法における所得の金額の計算に係る規定及び制度を

簡素なものとすることを旨として設けられた規定であり，現に法人のした

収益等の額の計算が，適正な課税及び納税義務の履行の確保を目的（同法

１条参照）とする同法の公平な所得計算という要請に反するものでない限
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り，法人税の課税標準である所得の金額の計算上もこれを是認するのが相

当であるとの見地から定められたものと解され（最高裁平成５年判決参

照），法人が収益等の額の計算に当たって･･････［以下は前記引用部分であ

るから省略する］」（下線筆者）と判示している（旧武富士事件・東京地判

も同旨の判示を行っており，両事件の控訴審・東京高判もこの判示を是認

している）。ここで参照されている「最高裁平成５年判決」は，大竹貿易

事件・最判平成５年１１月２５日民集４７巻９号５２７８頁（以下「大竹貿易事件・

最判」という）である。この判決は次のように判示している。少し長くな

るが，後の検討に関連する部分も含め次の罫線囲み（以下「罫線囲み①」

という）の中で引用しておこう（下線筆者）。
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【罫線囲み①】

　法人税法上，内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業

年度の益金の額に算入すべき金額は，別段の定めがあるものを除き，

資本等取引以外の取引に係る収益の額とするものとされ（２２条２項），

当該事業年度の収益の額は，一般に公正妥当と認められる会計処理の

基準に従って計算すべきものとされている（同条４項）。したがって，

ある収益をどの事業年度に計上すべきかは，一般に公正妥当と認めら

れる会計処理の基準に従うべきであり，これによれば，収益は，その

実現があった時，すなわち，その収入すべき権利が確定したときの属

する年度の益金に計上すべきものと考えられる。もっとも，法人税法

２２条４項は，現に法人のした利益計算が法人税法の企図する公平な所

得計算という要請に反するものでない限り，課税所得の計算上もこれ

を是認するのが相当であるとの見地から，収益を一般に公正妥当と認



ここで問題とすべきは，ビックカメラ事件や旧武富士事件で裁判所が法

人税法２２条４項について（前記引用判示部分の下線部で）説示した「要請」

が，大竹貿易事件・最判が（前記引用判示部分の下線部で）説示した「要

請」と同じ内容の要請であるかどうか，換言すれば，ビックカメラ事件や

旧武富士事件で裁判所が，大竹貿易事件・最判が説示した「要請」を正解

しているかどうか，である。この問題を検討するに当たって，まず，大竹

貿易事件・最判が説示した「要請」の意味内容を明らかにすることから，

検討を始めることにしよう。長くはなるが，できるだけ丹念に検討するこ

とにしたい。

２　「法人税法の企図する公平な所得計算という要請」の意味内容

�　法人税法２２条４項の立法経緯

①法人税の課税所得計算の考え方の変遷

大竹貿易事件・最判は，既に引用したとおり，「法人税法２２条４項は，
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められる会計処理の基準に従って計上すべきものと定めたものと解さ

れるから，右の権利の確定時期に関する会計処理を，法律上どの時点

で権利の行使が可能となるかという基準を唯一の基準としてしなけれ

ばならないとするのは相当でなく，取引の経済的実態からみて合理的

なものとみられる収益計上の基準の中から，当該法人が特定の基準を

選択し，継続してその基準によって収益を計上している場合には，法

人税法上も右会計処理を正当なものとして是認すべきである。しかし，

その権利の実現が未確定であるにもかかわらずこれを収益に計上した

り，既に確定した収入すべき権利を現金の回収を待って収益に計上す

るなどの会計処理は，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に

適合するものとは認め難いものというべきである。



現に法人のした利益計算が法人税法の企図する公平な所得計算という要請

に反するものでない限り，課税所得の計算上もこれを是認するのが相当で

あるとの見地から，収益を一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に

従って計上すべきものと定めたものと解される」と判示しているが，この

解釈の中で示された「見地」は，法人税法２２条４項の立法趣旨を意味する

ものと解される�。その立法趣旨を確認・分析する前に，法人税法２２条４

項の立法経緯を概観しておこう�。

明治３２年に，法人の所得を第一種所得として所得税法の中で課税対象と

する法人所得課税制度が創設されて以後，昭和１５年に法人税が所得税から

分離され独立の租税とされてからも，「賦課課税制度は，形式的には，商

法規定に基づく計算書類の申告への添付を定めた税法規定のもとで，課税

所得計算の商法会計依存性という思考を形成しながら，実質的には，税務

当局による税務法令の解釈適用や実務講習を通じて機能させられるという

二重構造をとっていた。」� といわれるが，昭和２２年に，法人税について申

告納税制度が全面的に採用され確定決算主義が法人税法上明文で定められ

た後も，法人税の課税所得計算は，「申告書に添付すべき計算書類や明細

書は従来通りであったことから，確定決算に基づく課税所得計算という思

考は，１８９９年の法人所得課税制度創設以来すでに培われ定着しており，だ

からこそ申告納税制度を円滑に採用できたと考えられる」� 一方で，「税務

当局における解釈適用は専門的に日常の業務として広範な系統的組織の力

によって実施されるため，事実上は税務当局の解釈が先行して組織化・体

系化されていた。納税者はその解釈を認めるか争うかを決めるしかなかっ

たといわれている」� というような状況にあった。

このような状況は，昭和２４年７月に「企業会計原則」が経済安定本部企

業会計制度対策調査会によって公表されたとはいえ，昭和２５年のシャウプ

税制改革によっても，基本的には変わらなかった。すなわち，「シャウプ
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勧告は，税法の近代化を財務会計の尊重という精神に立脚して展開しよう

とし」�，「棚卸資産評価，減価償却に各種の処理方法を容認し，貸倒引当

金，資本積立金を新しく認めるなど近代会計理論による多彩な自主的経理

の方法への道を開いたのである。しかしながら他面，税法はなお企業会計

原則などにくらべれば，権利確定主義の厳格な適用，損金計上の画一基準，

益金，損金の額の別段の定めなど，経理の自由にたいして税法独自の枠を

はめようとするものであった。」� といわれるのである。

とはいえ，実際には，「シャープ勧告により触発されて，課税所得は企

業会計に依存すべき傾向が生じ」�，「従来ともすれば，民商法に依存して

いた税法の所得計算が，会計に依存するという芽生えが現われ」�，これを

受けて，昭和２７年６月に経済安定本部企業会計基準審議会（後の大蔵省企

業会計審議会の前身）が「税法と企業会計原則との調整に関する意見書

（小委員会中間報告）」� を公表した。この意見書は「税法と企業会計との調

整に対する起爆剤」� となり，「たしかに，税法における課税所得計算上の

不備や，非近代的な面を衝いたのではあったが，他方，『企業会計原則』

至上のものとしたきらいがあったこと，税法の側においてまだこれらを全

面的に受け入れる十分な用意がなかったため，しばらくの間は，そのまま

対峙の状態が続いた。」� といわれている。

その後，昭和３４年の法人税法施行規則（当時は政令）改正や昭和４０年の

法人税法全文改正などで，企業会計との関連も視野に入れて従来の規定の

整備が図られ�，特に昭和４０年の法人税法全文改正及びその基礎となった

税制調査会「所得税法及び法人税法の整備に関する答申」（昭和３８年１２月）

については「企業会計上公正妥当と認められる会計原則をできるだけ広範

に取り入れた」� と評価されることがあるものの，企業会計との関係が法人

税法上明文の規定で定められたのは昭和４２年度の法人税法改正においてで

あった。この改正の背景には，以下でみるように，大きく分けて２つの流
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れ� があるように思われる。

②昭和４２年度法人税法改正の背景（その１）：税法と企業会計との調整

１つは，これまでみてきた税法と企業会計との調整の流れである。昭和

４１年１０月１７日に大蔵省企業会計審議会が公表した「税法と企業会計との調

整に関する意見書」� （以下「税法調整意見書」という）は，「企業会計原

則至上主義」� と評される昭和２７年６月の前記意見書の「改訂版ともみられ

るもの」� ではあるが，それと比べてみると，「調整問題検討の立脚点を企

業会計原則の立場のみにおかず，できるだけ税法における課税所得計算の

原則をも考慮に入れて調整の可能性を検討し，企業会計原則自体に問題が

あると思われる主なものを指摘している。」� と前置きした上で，その「総

論」において「税法における適正な企業経理の尊重」を標榜し，「企業会

計に準拠する旨の基本的考え方の導入」と「自主的経理の容認」という基

本的な考え方を提示し，前者に関して「法人税法の課税標準の総則的規定」

を「後述の税制調査会の答申と対応する形で」� 提案した。その部分を次の

罫線囲み（以下「罫線囲み②」という）の中で引用しておこう（下線筆

者）。
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【罫線囲み②】

一　税法における適正な企業経理の尊重

１　企業会計に準拠する旨の基本的考え方の導入

�　税法の各事業年度の課税所得は，企業会計によって算出された企

業利益を基礎とするものである。すなわち，課税所得は，企業利益

を基礎として税法特有の規定を適用して計算されるものである。
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�　本来，企業利益は，当該企業に妥当と認められて選択された会計

方法によって算出されたものであり，その選択適用については継続

性を前提とする限り弾力性が認められているものである。したがっ

て，企業の業種，規模等が同一の状態にある企業にあっても，会計

方法の選択が異なれば企業の期間利益もまた異なることは当然であ

る。

　　課税所得が企業利益に基礎をおいて算出される以上，企業の採用

する会計方法が不適正なものでない限り，企業利益を課税所得の基

礎とすることが適当であると考えられる。

�　以上の趣旨を明確にするため，たとえば，法人税法の課税標準の

総則的規定として，「納税者の各事業年度の課税所得は，納税者が

継続的に健全な会計慣行によって企業利益を算出している場合には，

当該企業利益に基づいて計算するものとする。納税者が健全な会計

慣行によって企業利益を算定していない場合又は会計方法を継続的

に適用していない場合には，課税所得は税務官庁の判断に基づき妥

当な方法によりこれを計算するものとする。」旨の規定を設けるこ

とが適当である。

２　自主的経理の容認

�　税法は，企業間における課税の公平性を維持するために，課税所

得の算定に当たって，企業の会計方法の選択性の抑制，会計方法の

適用条件の規制，費用の損金算入額及び重要性の判断についての画

一的基準の設定を行なっている。たとえば，たな卸資産の評価方法，

原価差額の調整方法，付随費用の取得価額への算入，減価償却資産

の償却方法，少額多量資産の資産計上，貸倒引当金の繰入限度額の

設定などについての税法の規制がこれに当たる。



③昭和４２年度法人税法改正の背景（その２）：税制簡素化

もう１つの流れは，昭和４０年頃から高まってきた税制簡素化の流れであ

る。その流れは，税務行政の簡素化に端を発している。すなわち，「税務

行政の簡素化はかねてから納税者の不断の要望であり，当局側もこれに応

えるべく常に苦心せられつつあったところであるが，簡素化の具体的方策

について双方が納得する成案が得られないまま今日に至っていた。」� とい

う状況の下で，国税庁は，昭和４０年１０月９日付で社団法人（当時）日本租

税研究協会に対して「企業利益と課税所得との計算原理の不一致から生ず

る各種の手数を 小 なくする等，課税標準計算等に関する手数を省略する具
［ママ］
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�　税法がこのように会計方法の選択性を抑制し，また会計方法の適

用条件の規制を行なっているのは，企業間の課税の公平性を維持す

ることを目的とするものであり，また費用の損金算入限度額及び重

要性の判断について画一的基準を設けているのは，このほかに税務

運営上の簡便化を図るためであると考えられる。しかし，税法とし

ては，企業が選択適用している会計方法が不合理なものでない場合

には，これを課税所得の計算において用いることを許容しても，継

続性が，遵守される限りそれほど課税の公平を害することとはなら

ないであろう。また費用の損金算入額及び重要性の判断についての

画一的基準の設定は，時に企業の実際に即応しない場合を生ぜしめ

る。《中略》

�　以上のように，税法の各種の規制は，企業会計をゆがめ，また企

業の実態に即応しない結果を生ぜしめるので，これを大幅に緩和す

ることとし，可能な限り課税所得の計算を継続性を重視した企業の

自主的判断に基づく適正な会計処理にゆだねることとすることが適

当である。



体的方法」等の諸点を中心として税務行政の簡素化・能率化に関する意見

の提出を要請し�，同協会がこれに応えて同年１２月６日付で「税務行政の

簡素化に関する意見」という意見書� を提出したところ，「当局はこれに対

して，昭和４１年度の税法改正に際し，その一部について即刻この意見を採

用せられて改正に反映せしめるとともに，昭和４２年度以後の税制のあり方

について大幅に税制簡素化の必要性を認められ，税制調査会に，特に税制

簡素化特別部会を設けるなど，真剣にこの問題解決に着手した。」� ので，

これを受けて，同協会は「税制簡素化の問題をさきに提出した税務行政の

簡素化・能率化に関する意見を含めて全面的に再検討し」� 改めて昭和４１年

８月２５日に「税制簡素化に関する意見」という意見書�（以下「税制簡素

化意見書」という）を発表した。

この意見書は，「最近の税制をみるに，きわめて複雑な規定を設け，又

各種の適用要件を著しく細密に考案するのあまり，企業実務はこれに追随

することができず，その限界に達している現状にある。かくして，このよ

うな税法の要求は，ただに企業のみならず税務官庁にも著しい時間と経費

とを浪費せしめているので，国民経済全体からみても巨額の損失を生ぜし

めているといえよう。」�（下線筆者）という基本的認識に基づき，税制複

雑化の原因と税制簡素化の基本的方向（の１つ）について，次の罫線囲み

（以下「罫線囲み③」という）の中で引用する意見を述べた�（下線筆者）。 
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【罫線囲み③】

　そもそも，税制がこのように複雑となったのは，その原因が主とし

て経済社会の複雑化にあるとはいえ，他面，税法の予定する課税所得

の基本的な考え方に存するものと思われる。すなわち，税法が戦後企
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業会計原則の底を流れる真実性を追求するのあまり，純粋な会計理論

を根拠として課税所得を計算する体制としたことによるものと考えら

れる。このことは，税法のみに限らず，商法，財務諸表規則等にもみ

られるところであって，税法の規定と相俟って，ますます実務会計を

束縛しているといって過言でない。

　いうまでもなく，実務会計は企業利益の真実性を根幹とするもので

はあるが，他面，経済性，弾力性，迅速性を重視するものであって，

これらの原則に支えられているのであり，この要請は，今後ますます

増大するものと考えられる。この意味において，税制簡素化への道は，

課税所得計算において純粋な会計理論のみによることを避けて，健全

な会計慣行を大幅に認める基本的態度を採ることが必要であると考え

られる。

　税制簡素化の問題が，実務会計に携わる者の間において真剣に議論

され，又その論議が全国的に広がった事実は，この問題の重要性を示

しているものであり，切実な願としてこれを受け取るべきである。又，

今回の要請が，減税問題を一応度外視して検討されていることによっ

ても，この間の事情を知ることができよう。

　《中略》

Ⅰ　税制簡素化の基本的方向

　一　課税所得は健全な会計慣行によって計算する旨を法令において

規定すること。

　　　課税所得は，本来企業利益を基礎として算定されるものであっ

て，企業はこの企業利益を健全な会計慣行に従って計算している



他方，先に触れた「当局」側の動きとして，政府税制調査会では税制簡

素化特別部会が昭和４１年５月２０日から同年９月８日までに６回の会合を開

き税制簡素化について審議し，また，税制簡素化に関する具体的事項につ

いて審議するために税制簡素化専門小委員会が同年７月２２日から同年９月

８日まで６回にわたり検問的な検討を行った結果，税制簡素化特別部会が

「税制簡素化についての中間報告」� を発表した。その内容は，税制調査会

が昭和４１年１２月に出した「税制簡素化についての第一次答申」�（以下「税

制簡素化答申」という）に基本的にそのまま引き継がれた。

税制簡素化答申は，その「第２」で検討する「税制簡素化の基本的方向」

（の１つ）について，「簡素化のためには，現行税制の理論の精密さあるい

は税法独特の規制について，ある程度これを緩和するという態度が必要で

ある。」と述べ，この「態度」を次の罫線囲み（以下「罫線囲み④�１」と
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のである。

　したがって，企業利益は，その企業の業種，業態，規模の大小

等によっても多少の差異は免れないから，これらを無視して理論

のみを重視した純粋な企業利益をもって課税所得の基礎とするこ

とは適当でない。しかるに，現行の課税所得は，このような行き

過ぎた純粋な企業利益を基礎としている傾向がある。

　このように企業利益は，健全な会計慣行にしたがって計算され

るものであるから，課税所得も健全な会計慣行によって計算され

るものであることを法令において明らかにすることが適当である。

すなわち，企業会計自体の問題については，企業の健全な会計慣

行を尊重することとし，他方，現行法令通達のうち企業会計に関

するもので健全な会計慣行等が確立されているものについては，

これを削除することが適当である。



いう）の中で引用するように敷衍している（下線筆者）。

その上で，税制簡素化答申は，その「第３」で検討する「税制簡素化の

ための具体的措置」（の１つ）として，次の罫線囲み（以下「罫線囲み④�

２」という）の中で引用するように，「課税所得の計算の弾力化―商法，

企業の会計慣行等との開差の縮小」（第３の一Ⅰ１��ウ ）とそのための措

置（の１つ）としての「所得計算の基本規定」の制定とを提言している

（下線筆者）。 
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【罫線囲み④�１】

　すなわち，現行税制の基礎にはそれ相応の精密な理論があり，また

特殊な場合には税法独特の規制を必要とする面もあるが，複雑化のも

たらす利点と欠陥とを十分彼此秤量し，欠陥が大きいと認められる場

合にはより簡便な他の仕組みを工夫する等，精密性や独特の規制を緩

和するもやむをえないという勇断が望まれる。もとより，課税の公平

の維持等税制の大本を崩すことはできないが，現行の場合に比べてよ

り個別性を加味することが必要な仕組みもあれば，一方逆に概括性を

取り入れる必要のある仕組みもあり，このような探求をすることが税

務行政の適正円滑を期するゆえんである。このような観点から，もつ

ぱら税務上の要請に基づく独特の制度はできる限りこれを縮小整理す

ることとし，社会の一般常識，企業の健全な会計慣行によりうる事項

については，極力これを基礎として税制を組み立てるべきである。



ここで提言された「所得計算の基本規定」は，税法調整意見書で提案さ

れた「法人税法の課税標準の総則的規定」に対応するものであり，昭和４２

年度税制改正において法人税法２２条４項として新設・挿入されたものであ

る。なお，その際，それまでの意見書や答申で用いられてきた「健全な会

計慣行」という文言ではなく「一般に公正妥当と認められる会計処理の基
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【罫線囲み④�２】

　税法，通達の規制の下に計算される課税所得と商法，企業の会計慣

行等に基づいて算定される企業利益との間に開差を生じていることに

由来する税制及び税務調査上の複雑さを減少させるため，税法の課税

所得の計算は，できる限り商法や企業の会計慣行等との間に差異を生

じないよう，次のような措置を検討することが必要である。

�　所得計算の基本規定

　　課税所得は，本来，税法，通達という一連の別個の体系のみによ

つて構成されるものではなく，税法以前の概念や原理を前提として

いるといわねばならない。絶えず流動する社会経済事象を反映する

課税所得については，税法独自の規制を加えられるべき分野が存在

することも当然であるが，税法において完結的にこれを規制するよ

りも，適切に運用されている会計慣行にゆだねることの方がより適

当と思われる部分が相当多い。このような観点を明らかにするため，

税法において課税所得は，納税者たる企業が継続して適用する健全

な会計慣行によつて計算する旨の基本規定を設けるとともに，税法

においては，企業会計に関する計算原理規定は除外して，必要最少

限度の税法独自の計算原理を規定することが適当である。



準」という文言が用いられたが，このことは，法人税法２２条４項が意見書

や答申の考え方を変更したことを意味するものではないと考えられる�。

また，それまでの意見書や答申では健全な会計慣行について「継続性」や

「継続して適用する」という条件が付加されることがあったが，法人税法

２２条４項ではこれらに相当する文言は用いられていない。もっとも，後の

�で述べるように，法人税法２２条４項は健全な会計慣行の継続性を前提と

していると解される。

�　法人税法２２条４項の立法趣旨

法人税法２２条４項の立法趣旨は，直接的には，税制簡素化答申の考え方

の中に見出すことができ，かつ，見出すべきであると考えられるが，その

際に問題になるのが，法人税法２２条４項の新設・挿入の背景にあるように

思われる前記の２つの流れの相互関係をどのように理解するかである。こ

の点については，次のような理解が妥当であるように思われる。

「これ［＝法人税法２２条４項の挿入］は『税法と企業会計との調整に関

する意見書』においては，いわば法人税が課税物件を所得に求めている限

り，当然のことであるとしているのに対して，現実的・社会的な要請とし

ては，税法の簡素化という面から実現の運びとなったことは興味深い。い

いかえれば，税法の複雑さを緩和する方策として，細部にわたって規定す

ることに代えて，他の諸制度に依存するという考え方が税制簡素化につな

がるところであるから，このような簡素化の立場から前記の会計基準に依

存する旨を確認的に宣言したものとみることができる。」�（下線筆者）

この理解は，税法と企業会計との調整のための，課税所得計算の企業会

計への依存（企業会計準拠主義�）を，税制簡素化の「方策」（手段）とし

て捉えるものであり，法人税法２２条４項の新設・挿入の「目的」はあくま

でも税制簡素化にあるとみるものである�。この理解は，昭和４２年度税制
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改正の有力な立案担当者（大蔵省主税局長）が次のように説く「税制簡素

化の真の狙い」に合致するように思われる。

「税制簡素化の真の狙いは，減税でも増税でもなければ，また，単純な

課税所得と企業利益の一致にあるのでもない。それは，煩雑さから解放し

て人員の適正配置等により納税者，税理士，税務当局ひいては社会全体の

生産性を向上させて経済の成長を助けるとともに，納税者の税制に対する

理解を容易にし，自発的協力を一層促進することにあると思われる。税法，

商法，企業会計あるいは課税所得と企業利益の一致というようなことは，

それを達成するための現時点的な一つの方法に過ぎない。」�（下線筆者）

ここで説かれている「税制簡素化の真の狙い」は，日本租税研究協会の

前掲「税制簡素化に関する意見」（昭和４１年８月２５日）が「国民経済全体」

からみて税制簡素化の必要性を説くスタンスに通ずるところがあり，実際，

税制簡素化答申はその「第１」で検討する「税経簡素化の原因とその弊害」

に関して，その「３」の最後で「このような［税制複雑化の］弊害は，す

べて国民経済的にも大きな損失といわなければならない。この際税制の簡

素化を推進する必要はここに存する。」と述べている。そこにこそ，前記

の理解が税制簡素化を「現実的・社会的要請」とみる理由があるように思

われる。

もっとも，課税所得計算の企業会計への依存（企業会計準拠主義）が

「税制簡素化の真の狙い」（目的）を達成するための「方策」（手段）であ

るからといって，税制簡素化答申はその手段をその目的に比べて軽く捉え

ていたわけではなく，むしろ，税制簡素化が達成困難な目的であるが故に，

その目的を達成するための手段である課税所得計算の企業会計への依存

（企業会計準拠主義）についても，重大な覚悟をもって取り組んだものと

考えられる。その覚悟は，税制簡素化答申が「企業の健全な会計慣行によ

りうる事項については，極力これを基礎として税制を組み立てるべき」こ
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とについて，税制の設計者に対して「勇断」（「複雑化のもたらす利点と欠

陥とを十分彼此秤量し，欠陥が大きいと認められる場合にはより簡便な他

の仕組みを工夫する等，精密性や独特の規制を緩和するもやむをえないと

いう勇断」）を望んだ（罫線囲み④�１参照）ところに，認められるように

思われる。その意味で，税制簡素化答申は，企業会計審議会の前掲「税法

と企業会計との調整に関する意見書」（昭和４１年１０月１７日）が示した「税

法における適正な企業経理の尊重」という考え方にも，「税制簡素化の真

の狙い」に匹敵する意味ないし価値を認めていたと考えられる。

以上を要するに，法人税法２２条４項の立法趣旨は，法人税の課税所得計

算の場面における税制簡素化及び適正な企業経理の尊重にあると考えられ

る�。

�　「課税の公平の維持等税制の大本」の意義

ところで，公的処理基準の意義に関して，立案担当者（大蔵省主税局税

制第一課課長補佐）は，「この規定［＝法人税法２２条４項］は，具体的に

は企業が会計処理において用いている基準ないし慣行のうち，一般に公正

妥当と認められないもののみを税法で認めないこととし，原則としては企

業の会計処理を認めるという基本方針を示したものであるといえましよ

う。」�（下線筆者）と解説していた。この解説は，「一般に公正妥当と認め

られる会計処理の基準」として肯定形で表現されるいわば「ポジ基準」で

ある公正処理基準を，「一般に公正妥当と認められないもののみを税法で

認めない」としていわば「ネガ基準」的に解釈する点で，形式的論理操作

の上では，法人税法２２条４項の前記の立法趣旨に適合するように思われる

が，その判断の実質的当否は，「一般に」を企業会計の観点から捉えるか

又は法人税法の観点から捉えるかにかかっているように思われる。

本稿で検討する法人税法独自（固有）観点説は，「一般に」を法人税法
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の観点から捉えるものであるが，伝統的には，以下の見解にみられるよう

に，企業会計の観点から捉える傾向が強かったように思われる。

「ここにいう一般に公正妥当と認められる会計処理の基準は，税務計算

からの要請を加味しないで考えられたものと理解するのが正当である。も

しそうでなければ，税務計算上の要請がすでに加味されている会計処理に

対して，税法がさらに別段の定めを設けることになり，論理上矛盾を生ず

ることとなるからである。」�

「ここに『一般に公正妥当と認められる』という『一般に』とは，税法

的要求は介入しないで（税法的要求を除外して）考えられた『一般』であ

り，また，政策的な商法的要求（例えば繰延資産の償却）も除外して考え

られるべきものである。」�

「公正処理基準は，税法の趣旨にてらして定められるべき性格のもので

はなくて，まさに一般に公正妥当と認められる基準であることを要する。

いわば，税法における空白部分をこの公正処理基準によって補完するもの

とみるべきであり，かつ，この区域は税法を顧慮しないところの公正処理

基準である。」�

「税法の立場からみれば，企業会計における会計慣行だけでは，いかに

健全であっても正確性の要求からは適当でないということになるのであろ

う。また，企業会計の立場からみれば，単に『公正妥当と認められる会計

処理の基準』といっただけでは，厳密性を過度に要求されるのではないか

という危惧の念を抱かしめる。もちろん，この文言では『一般に
� � �

公正妥

当･･････』といっているので，課税官庁だけが公正妥当と認めるものに限

るというわけではない。

それならば，具体的にこのような基準が存するか，という現実的な問題

については，直ちに具体的基準が存在するとはいえないであろう。しかし，

他方，存在しないからこの規定は空文に等しいと考えることも早計である。
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企業会計原則（わが国の企業会計原則そのものを必ずしも意味しない。）

によって，できるだけ真実な経営成績および財政状態を示すための企業会

計原則が存し，また，その方向に向かって検討されていることは事実であ

り，かかるものが一般に公正妥当な会計処理の基準と解すべきである。」�

（頭点原文）

なお，税制簡素化答申が「社会の一般常識，企業の健全な会計慣行によ

りうる事項については，極力これを基礎として税制を組み立てるべきであ

る。」（罫線囲み④�１）として「企業の健全な会計慣行」を「社会の一般

常識」と併記していることからすると，公正処理基準を「一般社会通念に

照らして公正で妥当であると評価されうる会計処理の基準」� の意味に解す

る見解も，この伝統的な傾向に属するものとみてよかろう。

以上のような伝統的な傾向に対して法人税法独自（固有）観点説が登場

してきた背景には，「Ⅰ　はじめに」で引用した裁判例に関する論評にみ

られるように，大竹貿易事件・最判があるように思われるが，更に遡れば，

次の見解にみられるように，税制簡素化答申（罫線囲み④�１）における

「課税の公平の維持等税制の大本を崩すことはできない」という考え方が

あるように思われる。

「公正処理基準の制定が，課税の公平等，税制の大本を崩すことも当然

できない。･･････。公正処理基準の解釈を通して，公平な所得計算と，企

業会計の尊重との最適なバランスをどこ見いだすのかは，判例の集積に拠

ることが期待されていた。最判平成５年１１月２５日民集４７巻９号５２７８頁［＝

大竹貿易事件・最判］は，『法人税法２２条４項は，現に法人のした利益計

算が法人税法の企図する公平な所得計算という要請に反するものでない限

り，課税所得の計算上もこれを是認するのが相当であるとの見地から，収

益を一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計上すべきもの

と定めたもの』だと解している。会計慣行が一般化し，健全な慣行として
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継続的に適用が行われ，社会的に認知されていても，そのことのみで税法

とは無関係に公正処理基準に該当すると評価されるものではない（名古屋

地判平成１３年７月１６日訟月４８巻９号２３２２頁。東京高判平成２５年７月１９日訟

月６０巻５号１０８９頁［＝ビックカメラ事件・東京高判］も参照）。」�

この見解の冒頭の一文が税制簡素化答申における「課税の公平の維持等

税制の大本を崩すことはできない」という考え方を念頭に置いたものであ

ることは，その一文の表現や前後（特に前）の文脈からしてまず間違いな

いであろうが，「課税の公平の維持等税制の大本」（税制簡素化答申）から

「法人税法の企図する公平な所得計算という要請」（大竹貿易事件・最判）

を導き出しこれを論拠として法人税法独自（固有）観点説を立論すること

が，果たして妥当であろうか。まず，「課税の公平の維持等税制の大本」

の意義から検討しよう。そのために前掲の罫線囲み④�１（下線筆者）を

以下に再掲しておく。
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【罫線囲み④�１】

　すなわち，現行税制の基礎にはそれ相応の精密な理論があり，また

特殊な場合には税法独特の規制を必要とする面もあるが，複雑化のも

たらす利点と欠陥とを十分彼此秤量し，欠陥が大きいと認められる場

合にはより簡便な他の仕組みを工夫する等，精密性や独特の規制を緩

和するもやむをえないという勇断が望まれる。もとより，課税の公平

の維持等税制の大本を崩すことはできないが，現行の場合に比べてよ

り個別性を加味することが必要な仕組みもあれば，一方逆に概括性を

取り入れる必要のある仕組みもあり，このような探求をすることが税

務行政の適正円滑を期するゆえんである。このような観点から，もつ



この引用部分は３つの文章から構成されており，第１文と第２文の内容

を第３文が「このような観点」で受けて「このような観点から」税制の組

み立て（制度設計）を提言したものと解される。では，「このような観点」

とはどのような観点をいうのであろうか。第１文が「［現行税制の］精密

性や独特の規制を緩和する」という意味での税制簡素化について「勇断」

を望むものであることは明らかであるが，その「勇断」の意味するところ

は，税制簡素化意見書が求めたように「経済性，弾力性，迅速性を重視」

し「課税所得計算において純粋な会計理論のみによることを避けて，健全

な会計慣行を大幅に認める基本的態度を採ること」（罫線囲み③）という

意見に応えることにあったといってよかろう。問題は第２文である。

第２文のうち「もとより，課税の公平の維持等税制の大本を崩すことは

できない」という部分は，第１文で述べられた意味での税制簡素化が課税

の公平の維持等税制の大本を崩すことはできないのは勿論ないし当然のこ

とであるということを前置きする部分であると解される。第２文のその後

に続く部分は，本論として，現行税制（「現行の場合」）に比べて「より個

別性を加味することが必要な仕組み」や「逆に概括性を取り入れる必要の

ある仕組み」を指摘し，「このような探求をすることが税務行政の適正円

滑を期するゆえんである」と述べている。ここで指摘された「仕組み」は，

前者が第１文における「精密性」，後者が「独特の規制」にそれぞれ対応

すると解されるが，いずれも，第１文で述べられている「［現行税制の］

精密性や独特の規制を緩和する」という意味での税制簡素化に反する仕組

みであると解される。
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ぱら税務上の要請に基づく独特の制度はできる限りこれを縮小整理す

ることとし，社会の一般常識，企業の健全な会計慣行によりうる事項

については，極力これを基礎として税制を組み立てるべきである。



以上のように検討してくると，第１文と第２文の本論部分とは，一見す

ると，相反する事柄を内容としているようにも思われる。しかし，第２文

の前置き部分を間に挿入して第１文と第２文の本論部分とを連結して読む

と，第１文は税制簡素化に関する「原則」を述べ，第２文の本論部分は，

その「原則」が前置き部分でいう「課税の公平の維持等税制の大本」を崩

す場合にこれに一定の仕組みで対処するという，税制簡素化に関する「例

外」を述べるものと解することができるように思われる。

このような理解によれば，第３文の冒頭で述べられている「このような

観点」とは，税制簡素化には「原則」と「例外」があり，「例外」は「課

税の公平の維持等税制の大本」を崩さず維持するために必要である，とい

う観点（考え方）をいうものと解される。しかも，第２文は本論の後半部

分で「このような探求をすることが税務行政の適正円滑を期するゆえんで

ある」と述べているが，この部分の主語を「これらの仕組みを探求するこ

とが」ではなく「このような探求をすることが」としたのは，本論の前半

部分で述べた２つのタイプの「仕組み」を税制簡素化に関する「例外」と

して，「課税の公平の維持等税制の大本」を崩さず維持するために，探求

することを含意として表現するためであると解される。

したがって，税制簡素化答申は「このような観点から」法人税の課税所得

計算の場面における税制簡素化に関する「原則」と「例外」を提言したもの

と解される。その「原則」は，具体的には，「所得計算の基本規定」（罫線囲

み④�２）としての法人税法２２条４項の新設・挿入を意味し，その「例外」

は「課税の公平の維持等税制の大本」を崩さず維持するための「仕組み」す

なわち「別段の定め」を意味すると考えられる。換言すれば，「課税の公平

の維持等税制の大本」は，法人税法２２条２項及び３項にいう「別段の定め」

に関する要請であり，法人税法上「別段の定め」のない「空白部分」� を補

完する公正処理基準に関する要請ではないと考えられるのである�。
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もっとも，法人税の課税所得計算の場面における税制簡素化に関する

「原則」，具体的には「所得計算の基本規定」としての法人税法２２条４項の

新設・挿入が，「課税の公平の維持等税制の大本」と無関係であるという

ことではなく，むしろ，税法調整意見書における次の想定と同じような想

定の下，「課税の公平の維持等税制の大本」を崩すことはほとんどないで

あろうと考えられていたのではないかと推察される。すなわち，それは，

「税法としては，企業が選択適用している会計方法が不合理なものでない

場合には，これを課税所得の計算において用いることを許容しても，継続

性が，遵守される限りそれほど課税の公平を害することとはならないであ

ろう。」（罫線囲み②）という想定である。

以上の検討からして，公正処理基準の意義については，先に述べたよう

な，企業会計の観点から捉える伝統的な傾向が妥当であるように思われる。

そうすると，「課税の公平の維持等税制の大本」（税制簡素化答申）から公

正処理基準に関して「法人税法の企図する公平な所得計算という要請」（大

竹貿易事件・最判）を導き出すという，前記の見解にみられるような論理

展開を，法人税法２２条４項の解釈において成り立たせることは，困難であ

るように思われる。

�　大竹貿易事件・最判の意義

以上の検討からすると，「法人税法の企図する公平な所得計算という要

請」（大竹貿易事件・最判）は，「課税の公平の維持等税制の大本」（税制

簡素化答申）とは区別して（淵源関係を断ち切って）理解すべきものであ

ると考えられる。では，「法人税法の企図する公平な所得計算という要請」

は，法人税法の観点からではなく，企業会計の観点から理解すべきもので

あろうか。

まず，「法人税法の企図する公平な所得計算という要請」について，そ
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こで用いられている文言に着目して，検討することから始めよう。この要

請において，「公平な所得計算」は法人税法の「企図」するものであって

「目的」とするものとはされていない。一般に，「企図」は何らかの「目的」

をもってなされるものであるが，法人税法が「公平な所得計算」を「企図」

する場合の「目的」を考えると，それは「法人税の公平な課税の実現」で

あるといってよかろう。ただ，法人税法も税法（租税に関する法）である

以上，租税法律主義の制約に服し租税法律主義を具体化するものでなけれ

ばならないことはいうまでもない。そうすると，「法人税の公平な課税の

実現」という目的は，租税法律主義の目的（恣意的課税の排除�）と両立

し得るものでなければならないと考えられる（この点については後のⅢ１

�で改めて検討する）。つまり，法人税法は租税法律主義に従って「法人

税の公平な課税の実現」という「目的」をもって「公平な所得計算」を

「企図」するものといえようが，問題は，その「企図」をどのような方策

によって「実行」するかである。

その方策として，既にみたように，昭和４２年度税制改正において，企業

会計準拠主義を定める法人税法２２条４項という所得計算の基本規定が新設・

挿入された。この点について，既にみたこの規定の立法趣旨の観点から，

次のような見解が示されている。すなわち，「基本規定の設置の目的は，

できるかぎり一般の会計実務を尊重することによって，会計慣行に一任す

べきものは税法規定から除き，税法の規定は課税所得計算に必要な最少限
� � � � � �

の規定
� � �

にかぎることが，税制の当然の論理であるということを追認するこ

とにあった。このことが実態に即した公平な課税所得計算の前提となる，

という認識がそこに内在している。」�（頭点原文・下線筆者）この見解か

らすれば，「公平な所得計算」という「企図」は企業会計準拠主義によっ

て「実行」されることになるが，そうであるが故に，「法人税法の企図す

る公平な所得計算という要請」は企業会計の観点から理解すべきものとな
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ろう。このことは，以下のとおり，税法調整意見書や税制簡素化答申の考

え方によっても，裏付けられるように思われる。

税法調整意見書は，「税法としては，企業が選択適用している会計方法

が不合理なものでない場合には，これを課税所得の計算において用いるこ

とを許容しても，継続性が，遵守される限りそれほど課税の公平を害する

こととはならないであろう。」（罫線囲み②。下線筆者）として，合理的な

会計処理の「継続性」の遵守が課税の公平の実現に資する旨を述べている

が，そうすると，合理的な会計処理の「継続性」の遵守が，法人税の公平

な課税の実現を目的として企図される「公平な所得計算」という要請にも

適うことは明らかであろう。このことは，税制簡素化答申が「税法におい

て課税所得は，納税者たる企業が継続して適用する健全な会計慣行によつ

て計算する旨の基本規定を設ける」（罫線囲み④�２。下線筆者）と提言し

ていることからしても，法人税法２２条４項において前提とされていると理

解することができるように思われる。大竹貿易事件・最判は，法人税法２２

条４項をそのように理解する� からこそ，次のように判示したものと考え

られる。すなわち，「右の権利の確定時期に関する会計処理を，法律上ど

の時点で権利の行使が可能となるかという基準を唯一の基準としてしなけ

ればならないとするのは相当でなく，取引の経済的実態からみて合理的な

ものとみられる収益計上の基準の中から，当該法人が特定の基準を選択し，

継続してその基準によって収益を計上している場合には，法人税法上も右

会計処理を正当なものとして是認すべきである。」（罫線囲み①。下線筆者）

要するに，合理的ないし公正妥当な会計処理の継続性は，企業会計にお

いては，企業による恣意的な利益操作を排除するために要請されるが（企

業会計原則第１の５参照），法人税の課税所得計算においては，法人税法

が恣意的な所得計算を排し「公平な所得計算」を企図するために要請され

るのである。大竹貿易事件・最判は，このような意味において「法人税法
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の企図する公平な所得計算という要請」を企業会計の観点から判示したと

ころに，法人税法２２条４項の解釈上重要な意義を有すると考えられる。

この結論を大竹貿易事件・最判の争点（法人の収益計上時期）に即して

整理してみると，調査官解説は「企業会計原則においては，･･････，実現

主義によった収益計上の原則が明らかにされ･･････ている。」� と述べた上

で「本判決は，･･････，法人の収益計上の時期につき，実現主義にいう収

益が実現した時に収入すべき権利が確定したとみられるとの理解に立って，

権利確定主義の原則に従って収益を計上することが，一般に公正妥当と認

められる会計処理の基準に適合するとの判断を示した。」�（下線筆者）と

解説しているところ，実現主義による収益計上が企業会計原則に従った会

計処理である以上，「権利確定主義の原則」を「法人税法の企図する公平

な所得計算という要請」の収益計上の場面での現れとみるならば，上記引

用の解説中で示された「理解」は，「法人税法の企図する公平な所得計算

という要請」を企業会計の観点からみて，その要請の（収益計上の場面で

の）現れである「権利確定主義の原則」を企業会計上の実現主義の枠内で

捉えること（「実現主義としての権利確定主義」）を前提とした「理解」で

あると解することができるように思われる�。

以上の一般論に基づき，大竹貿易事件・最判は，一般に，①未実現収益

の計上，現金主義による収益計上などの会計処理を，公正処理基準に適合

するものとは認め難いものと判示し（罫線囲み①参照），輸出取引に関し

て，②船積日基準による収益の計上を，公正処理基準に適合するものと判

示する反面，③為替取組日基準による収益の計上を，公正処理基準に適合

するものとはいえず，「法人税法の企図する公平な所得計算という要請」

という観点からも是認し難い旨を判示している。これは，一見すると，①

②③の会計処理について異なる判断を示しているようにみえるかもしれな

いが，しかし，いずれも前記の「実現主義としての権利確定主義」を基準
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とする判断であると解されるので，上記の判断の異同が，「法人税法の企

図する公平な所得計算という要請」を企業会計の観点から理解すべきであ

るという結論を左右することにはならないと考えられる。

なお，大竹貿易事件・最判における多数意見と反対意見との関係につい

て，調査官解説は，「多数意見と反対意見との一般論の差異もさることな

がら，多数意見と反対意見とが結論を分った最大の理由は，多数意見は，

取引銀行における為替手形の取り組みは，売買契約に基づく買主の引渡義

務の履行としてされるものではなく，その法的性質に従い，船荷証券を担

保とする為替手形の売買，すなわち，資金回収の手段とみるのに対し，反

対意見は，これをもって『買主に対する船荷証券の発送』（味村裁判官）

ないし『売主の引渡義務履行のために必要な行為』（大白裁判官）とみる

点にあるものと思われる。」� と解説しているが，（結論を決定的に左右する

ものではないにしても）本稿における以上の検討との関係で問題となるの

は，「多数意見と反対意見との一般論の差異」がどのようなことを意味す

るかである。

味村裁判官の反対意見は次のような一般論を述べている。すなわち，「す

べて内国法人には，その種類ごとに，確定決算の内容に関する規範がある

と考えられる。そして，内国法人の確定決算の内容が右の規範に適合して

いて，法人税法に定めがない場合にまで，右の規範と異なる会計処理の基

準により当該事業年度の収益の額等を計算すべき旨を同法２２条４項が定め

ていると解することは，同法７４条１項の趣旨との間にそごを生じ，法人税

法の解釈上不合理である。したがって，同法２２条４項は，法人税の課税標

準となる各事業年度の所得の金額を計算する場合において，同法に規定が

ないときは，当該事業年度の収益の額等は，確定決算の内容に関する規範

によって計算すべき旨，すなわち，確定決算の内容が右規範に適合してい

るときはその確定決算により，右の規範に適合していないときは右の規範
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によって計算すべき旨を定めたものと解すべきである。各種の内国法人の

確定決算の内容に関する規範はすべて，会計処理の基準に関する事項を内

容とし，しかも一般に公正妥当と認められるという性質を有しているとみ

られるから，この解釈は，同項の文理にも適合する。」（下線筆者）

この一般論の中で示されている法人税法２２条４項の「解釈」は，この規

定の新設・挿入に至る過程で出された意見書や答申で示された考え方には

みられない「独自の解釈」であるように思われる。企業会計の立場に軸足

を置いていた税法調整意見書でさえ，「課税所得が企業利益に基礎をおい

て算出される以上，企業の採用する会計方法が不適正なものでない限り，

企業利益を課税所得の基礎とすることが適当であると考えられる。」（罫線

囲み②。下線筆者）と提言していた。また，税制簡素化答申が「課税の公

平の維持等税制の大本」に言及したのも，既に�で述べたように，特に

（少なくとも直接的には）「別段の定め」を念頭に置いてのことであったと

考えられる。そうすると，多数意見の一般論のいう「法人税法の企図する

公平な所得計算という要請」を反対意見のように法人税法の観点から理解

する� のではなく，企業会計の観点から理解する方が，法人税法２２条４項

の立法経緯及び立法趣旨に適合するように思われる。繰り返しになるが，

「法人税法２２条４項は，現に法人のした利益計算が法人税法の企図する公

平な所得計算という要請に反するものでない限り，課税所得の計算上もこ

れを是認するのが相当であるとの見地から，収益を一般に公正妥当と認め

られる会計処理の基準に従って計上すべきものと定めたものと解される」

（罫線囲み①。下線筆者）という多数意見の一般論は，このような意味で

理解すべきであると考えられる。

�　小　括

以上の検討結果を端的にまとめると，大竹貿易事件・最判のいう「法人
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税法の企図する公平な所得計算という要請」は企業会計の観点から理解す

べきものであるから，その要請から，公正処理基準該当性を法人税法独自

（固有）の観点から判断するという考え方すなわち本稿でいう法人税法独

自（固有）観点説を導き出すことはできない，換言すれば，法人税法独自

（固有）観点説が論拠とする「適正な課税及び納税義務の履行の確保を目

的（同法１条参照）とする同法の公平な所得計算という要請」は，大竹貿

易事件・最判のいう「法人税法の企図する公平な所得計算という要請」と

は意味内容を異にする，ということである。したがって，法人税法独自

（固有）観点説の立場に立つ裁判例は，大竹貿易事件・最判の説示する「要

請」を正解しておらず，それ故，同最判を参照するのは妥当でないと考え

られる。

３　法人税法独自（固有）観点説の性格

では，「適正な課税及び納税義務の履行の確保を目的（同法１条参照）

とする同法の公平な所得計算という要請」を論拠とする法人税法独自（固

有）観点説は，公正処理基準該当性の判断においてどのような意味・機能

をもつのであろうか。また，法解釈方法論上どのように性格づけられるで

あろうか。

法人税法独自（固有）観点説は，「適正な課税及び納税義務の履行の確

保」という目的を有する法人税法の「公平な所得計算という要請とは別の

観点に立って定められた」会計処理基準を，公正処理基準から除外する意

味・機能を有するものと考えられる（ビックカメラ事件・東京地判及び東

京高判参照）。つまり，企業会計の観点から定められた会計処理基準のう

ち「適正な課税及び納税義務の履行の確保」を目的とする法人税法独自

（固有）の観点に適合しないものを，公正処理基準から除外する意味・機

能を有するものと考えられるのである。そうすると，法人税法独自（固有）
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観点説は，法解釈方法論上は，公正処理基準に対する法人税法の目的を斟

酌した限定解釈を説く考え方であるといえよう。

法人税法独自（固有）観点説の説く限定解釈も，目的論的解釈� に属す

る解釈方法ではあるが，しかし，それは文理解釈の補完としての目的論的

解釈ではない。というのも，法人税法独自（固有）観点説が斟酌する「目

的」は，解釈の対象となる個々の租税法規（ここでは法人税法２２条４項）

に関する明確な立法者意思やその文言・文脈等から個別的・具体的に厳格

かつ的確に探知し得る当該租税法規の目的（これこそが文理解釈の補完と

しての目的論的解釈において斟酌されるべき目的である）ではなく，当該

租税法規を含む当該租税に関する法律（ここでは法人税法）それ自体の一

般的・抽象的な目的であるからである。

法人税法独自（固有）観点説は法人税法１条を参照して�，同法の目的

を「適正な課税及び納税義務の履行の確保」として捉えているが，それは

「法人税の公平な課税の実現」と言い換えてもよいであろうし，課税の公

平が税収確保の「対概念」であること� からすれば，「法人税の課税の公平

の実現及び税収の確保」と言い換えてもよかろう。このような目的は，法

人税の目的あるいは法人税法の立法動機という一般的抽象的な「目的」で

あって，法人税法上の個々の制度や規定の立法目的ではない�。このよう

な一般的抽象的な「目的」を斟酌してなされる目的論的解釈は，税収確保

及び公平負担実現のための目的論的「解釈」と呼ぶべきものである。これ

も「目的論的解釈」と呼ばれることがあるが，狭義の法解釈（可能な語義

の枠内での法解釈）ではなく，一種の法創造であり，可能な語義の枠とい

う解釈の限界を超えてもなお依然として広い意味で「解釈的」方法を用い

ているとはいえ，租税法律主義の下では許容されるべきものではないと考

えられる�。

法人税法独自（固有）観点説は，このように，法解釈方法論の観点から
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みて，租税法律主義に反する考え方であると考えられるが，これにとどま

らず，租税法律主義の観点からみて，ジレンマに陥るという意味で，しか

も終局的価値判断としては租税法律主義に反するという意味で，問題のあ

る考え方であると考えられる。この問題については，項を改めて検討する

ことにする。

Ⅲ　法人税法独自（固有）観点説のジレンマ

１　公正処理基準の「第三者性」との関係

�　公正処理基準と課税要件法定主義

法人税法２２条４項については，従来から，「それ［＝法人税の課税物件

の構成要素である収益，費用及び損失の計算に関する事項］を法律で規定

せずに，企業会計あるいは会社法会計に委ねていることが，租税法律主義

あるいは課税要件法定主義に違反しないかどうかという問題」� が議論され

てきた。

確かに，租税法律主義ないし課税要件法定主義によれば，法人税の課税

要件のうち課税物件の構成要素である収益，費用及び損失の計算に関する

事項についても，本来は，立法者がそれぞれの内容を自己の民主的責任に

おいて法律によって明確に定めるべきであり，そうすることが望ましいこ

とはいうまでもない。租税法律主義の「背骨」を形成するのが「質の高い

立法力」であること� からすれば，なおさらである。ただ，租税法律主義

のそのような「本来あるべき姿」が実際の租税立法において常に良好な結

果をもたらすとは限らない。昭和４２年度税制改正において税制簡素化が議

論され法人税法２２条４項が新設・挿入された背景には，そのような認識が

あったものと思われる。昭和４２年度税制改正をめぐる国会論議の中で政府

側の説明員は次のように述べていた。
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「われわれ税制を毎日の仕事としておる者にとりましても，現在の税制

は複雑にして，非常にわかりにくい点がたくさんございます。

ただ，しいてその点について若干の論拠を求めますと，やはり公平の原

則を貫くために，それぞれの具体的な事情を考慮すればするほど，詳しく

複雑になるということがまず第１点かと思います。それから，第２点とい

たしましては，やはり租税法定主義ということがございますので，こまか

い点まで法律に規定するということでございますので，これも非常に複雑

化の一因かと思うのであります。」�（下線筆者）

この説明は「税法における完璧主義（Perfektionismus im Steuerrecht）」� 

の弊害を的確に指摘するものであるが，その弊害が租税公平主義からだけ

でなく租税法律主義・課税要件法定主義からも生ずることを明確に述べて

いたのである。しかも，当時は，「税法における完璧主義」は通達行政中

心の税務行政にも及んでおり，そのため，税務行政は，次の引用の中で述

べられているように，法人税の課税所得計算に関して「崩壊寸前」の如き

状態にあったともいわれていた（別の論者はそのような状態を「計算規定

のジャングル」� と呼んでいた）。

「税法のようなきわめて厳格な解釈を必要とする法令においては，これ

らの用語については種々の解釈が可能である。･･････。このような問題は，

法２２条の規定の文言からは直接には解答は得られないであろう。いいかえ

れば，収益，費用・損失の用語の解釈の問題として検討されなければなら

ない。

しかし，これらの解釈をしようとする場合には，所得金額の計算という

きわめて限定された立場が必要であることはいうまでもないところであっ

て，税務実務上としては，これらの意味内容は，企業会計の立場を考慮し

ながら，実際上は国税庁通達としてその取扱いが明らかにされているとこ

ろである。このような取扱通達は，いうまでもなく官庁側の立場からの解
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釈である。つまりその内容は，企業会計上の取扱いを定めた項目がきわめ

て多いところであって，社会が複雑・多岐にわたるにつれて，さらにその

取扱いの内容を詳細に定める傾向が生じ，いわばその複雑化は止まるとこ

ろを知らずといった状況になりつつあった。実際問題としては，税務行政

は通達行政が中心となっていたのである。つまり，納税者の側では，課税

上の疑義が生ずると，まず取扱通達を克明に調べ，その取扱いが明確でな

い場合には，課税官庁に伺を立てるという有様であった。このような状態

であったから，その取扱通達は益々複雑化し，他方納税者は，逆にその発

せられる多量の取扱通達をフォローするのに汲々とするという結果となっ

た。いわば，税務実務として崩壊寸前であったともいわれている。」�（下

線筆者）

以上のような時代背景の下で新設・挿入された法人税法２２条４項につい

ては，確かに，法人税法の簡素化という観点からみると，「税法の簡素化

が実現されたかという問題のたて方からするならば，むしろ，あいまいな

不明確な条項が導入されたことによつて，かえつて税法が複雑化した，と

いつていいのではないかと思われるのである。」� というようにむしろ消極

的に評価されることさえあるが，しかし，税務行政の簡素化という観点か

らみると，「一つの画期的なこと」ないし「大きな変革」と評価されるこ

とがある�。それは次のようなことを意味するところである。すなわち，

「法２２条４項は，このような背景の下に，前記の収益，費用・損失は，『一

般に公正妥当と認められる会計処理の基準』に従って計算されるものであ

ることを明らかにすることによって，かかる会計基準に依存すべきことを

明らかにしたのである。これは，ある意味においては当然のことを明らか

にしたものと解すべきであると同時に，他方，税法独自の解釈は許さない

という意味で重要な規定であると考える。また，このように企業会計の基

準に従って解釈をするという意味において，つまり，その解釈については
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企業会計に委譲することを明らかにしたという意味において，税務の簡素

化を目的としたのである。権限の委譲こそが簡素化するための要諦である

からである。」�（下線筆者）

このような評価によれば，法人税法２２条４項の実質的な法的意義は，収

益，費用及び損失の計算に関する事項の解釈権限を，個別的計算規定があ

る場合を除き，従来は，事実上（明文の規定なしに）税務行政に委譲して

いた� のに対して，同項の新設・挿入によって企業会計に委譲することに

したところにあると考えられる�。冒頭で述べた課税要件法定主義違反の

問題は，この解釈権限の委譲を租税法律主義の観点からどのように評価す

るかにかかっていると考えられる。

公正処理基準に関する解釈権限を企業会計に委譲することは，公正処理

基準該当性を企業会計の観点から判断することを意味するが，そのような

意味での権限委譲は，確かに，外形上は，命令（行政立法）への一般的・

包括的委任と同じようにみえる。それ故，いずれも課税要件法定主義に違

反することになりそうである。しかし，租税法律主義の目的の見地からは，

両者には異なる評価がなされるべきであると考えられる。

そもそも，租税法律主義は，課税権者たる行政による恣意的課税から被

課税者たる国民の財産及び自由を保護することを目的とする自由主義的憲

法原則であり，その目的を達成する手段として，国民の代表者で構成され

る議会という行政以外の国家機関が制定した法律に基づく課税を要請する

ものである。したがって，租税法律が規律事項を命令（行政立法）に委任

する場合には，その委任は個別的・具体的委任でなければならず，一般的・

包括的委任であってはならない。というのも，命令への一般的・包括的委

任は，実質的には，行政が自ら定立したルールに従って課税すること（い

わゆる「お手盛り」による課税）を容認することになり，行政による恣意

的課税を排除するという租税法律主義の目的を阻害することになるからで
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ある。

これに対して，公正処理基準に関する解釈権限を企業会計に委譲するこ

とは，公正処理基準を行政にとって「第三者性」のあるルールとすること

を意味するので，法人税法２２条４項が収益，費用及び損失の計算を公正処

理基準によることにしても，行政による「お手盛り」による課税すなわち

恣意的課税を排除するという租税法律主義の目的を阻害することにはなら

ない。つまり，法人税法２２条４項が公正処理基準に依拠すること（企業会

計準拠主義）は，一見すると，一般的・包括的な命令委任の場合と同じよ

うに課税要件法定主義に反することになりそうであるが，しかし，公正処

理基準の「第三者性」（税務行政の外部における基準の定立）の故に，課

税要件法定主義に反することにはならないと考えられる�。むしろ，法人

税法２２条４項の企業会計準拠主義は，法人の適正な自主的経理，したがっ

て法人の会計処理の場面における私的自治を尊重しようとする考え方であ

り，私法関係準拠主義� の系譜において租税法律主義と「同根」の自由主

義的法原則として性格づけることができるが故に，そもそも，租税法律主

義の目的（恣意的課税の排除）とは抵触することはないといってもよかろ

う�。

�　公正処理基準における「自由と民主の不可分性」

もっとも，以上のように法人税法２２条４項の課税要件法定主義違反の問

題に対して公正処理基準の「第三者性」からアプローチする私見のような

立場に対しては，次のような疑問が提起されている。すなわち，「この立

場は，会計処理の基準は自然法則と異なり，取引社会において自生する側

面がたしかにあるものの，それがルールとして認識され，まとめられてい

く過程ではかならず誰かの『人』の手が加わるものであり，『誰かが決め

ている』ものである以上，課税要件法定主義の要請を満たすためにはその
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『誰か』は『立法府』ではなくてよいのか，という疑問がある。また，公

正処理基準の第三者性の強調は，この基準がとりわけ課税当局の恣意的な

課税の根拠となることを防ぐという実践的意図の下に主張されている側面

があると理解されるところ，そのような自由主義的な発想（課税権による

納税者の権利侵害を防ぐことを意図した発想）で，本来，課税の民主主義

的統制を意図した課税要件法定主義の要請を満たす論理が紡げるのかとい

う点にも，疑問がないわけではない。」�

これらの疑問は，租税法律主義の民主主義的側面からみて公正処理基準

の民主的正統性を問題にするものであり�，一般論ないし法理論としては

十分に成り立ち得るものであると考えられる。しかし，法人税法２２条４項

が新設・挿入された昭和４２年当時の税制とりわけ税務行政の状況（前記�

参照）に鑑みると，立法者が，「複雑化のもたらす利点と欠陥とを十分彼

此秤量し，欠陥が大きいと認められる場合にはより簡便な他の仕組みを工

夫する等，精密性や独特の規制を緩和するもやむをえないという勇断」（罫

線囲み④�１）をする覚悟をもって税制簡素化に取り組んだ結果，法人税

法２２条４項を新設・挿入し，その限りで（最低限ではあるが�）公正処理

基準の民主的正統性を確保しつつも，公正処理基準に関する解釈権限を企

業会計に委譲し公正処理基準の民主的正統性を犠牲にすることを「勇断」

したと考えるならば，前記の疑問は，公正処理基準の「第三者性」をもっ

て法人税法２２条４項の課税要件法定主義違反を否定することを妨げるもの

ではないといえよう。このことを一般化していえば，「近代憲法の発展と

進化を支配する原則と言ってよい」「自由と民主の不可分性
� � � � � � � � � �

」�（頭点原文）

は，その限界においては，立法者に「自由」の優先を迫ることを内包して

いると考えられる。

以上のように考えてくると，法人税法独自（固有）観点説は，法人税法

２２条４項において犠牲にされた公正処理基準の民主的正統性を，解釈を通
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じて回復しようとする試みであるとみることもできるかもしれない。しか

し，公正処理基準の民主的正統性の回復は，そもそも，立法者がなすべき

ことであり，裁判所の任務ではない（行政の任務でないことは無論いうま

でもない）。立法者がそうするかどうかはともかく，公正処理基準の民主

的正統性は，立法者が収益，費用及び損失の計算に関する事項を個別具体

的に詳細に規定することによって，回復されるべきである。裁判所がその

ような立法者の任務を肩代わりしようとすれば，既にⅡ３で述べたように，

法解釈の限界を超え，租税法律主義に反する領域に足を踏み込むことにな

ろう。ここに，法人税法独自（固有）観点説のジレンマがある。

２　公正処理基準の「不明確性」との関係

�　公正処理基準と課税要件明確主義

法人税法２２条４項については，新設・挿入当初から，その意味内容の不

明確性が問題とされてきた�。しかも租税法律主義との関係で，課税要件

明確主義違反が問題とされてきた�。この問題は，一般化すれば，税法に

おける不確定概念の問題として議論されてきたものであり，本稿の検討対

象である法人税法独自（固有）観点説の射程外の問題であると考えられる

ので，ここでは深く立ち入ることはしないが，１
　

 点だけ，公正処理基準に

おける課税要件明確性の問題の特殊性を指摘しておくことにする。

一般に，租税法律の定めが不明確である場合，その定めは，税務行政に

よる自由な解釈ないし裁量に対する枠や歯止めとして機能せず，ひいては

実質的に法律によらない課税を容認してしまうことになるので，租税法律

主義（法律によらない課税の禁止）からは，租税法律及びその委任に基づ

く命令の定めを，税務行政に自由な解釈・裁量の余地を認めない，一義的

かつ明確なものにすることが，要請される。税法の法文の定め方（書き方）

に関するこのような要請が課税要件明確主義である。税法における不確定
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概念の使用はこの要請に反するおそれがあるとして，古くから議論されて

きた。

しかし，公正処理基準という不確定概念については，このような議論の

立て方は妥当しないように思われる。というのも，既に述べたように，公

正処理基準に「第三者性」を認めるならば，公正処理基準が不確定概念で

あるからといって，法人税の課税物件の構成要素である収益，費用及び損

失の計算に関する事項について税務行政による自由な解釈ないし裁量を容

認することにはならないからである。法人税法２２条４項は，公正処理基準

に関する解釈権限を企業会計に委譲しているのである。

もっとも，企業会計への解釈権限の委譲は，課税要件明確主義違反とは

別の問題を惹起する。それは，公正処理基準の意味内容に関するいわば

「立証責任の転換」の問題である。すなわち，公正処理基準の意味内容の

解明に関する第一次的責任は，一般論としては，立法者や税務行政ではな

く，企業会計の側に課されたことになるが，具体的な紛争の場面において

は，当該会計処理を採用した納税者が，当該会計処理が「一般に公正妥当

と認められる」ことを立証しなければならないと考えられる。法人税法独

自（固有）観点説は，この「立証責任の転換」を「再転換」させる，すな

わち，立証責任を国（税務行政）に「戻す」契機を孕むことになるが，公

正処理基準の民主的正統性の文脈とは異なる文脈においてとはいえ，ここ

にも，法人税法独自（固有）観点説のジレンマがあるように思われる。

�　公正処理基準の「静態的解釈」と「動態的解釈」

公正処理基準の不明確性は，近時，不確定概念に関する課税要件明確主

義違反の問題とは別の問題を惹起するようになってきたように思われる。

「２０００年前後のいわゆる金融ビッグバンの一環としての会計制度改革と，

それに続く会計基準の国際的共通化の流れを受けて，わが国においても個
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別事項に対する詳細な会計基準が設けられるようになってきた。」� が，企

業会計におけるこのような動向は，企業会計基準委員会による「財務会計

の概念フレームワーク」� における収益費用アプローチと資産負債アプロー

チの検討にみられる会計観の展開� を反映したものであろう。企業会計に

おけるこのような動向を受けて，公正処理基準が会計観の展開にどのよう

に対応するのかが問われることになった� が，ここに，不確定概念の問題

とは異なる意味において公正処理基準の不明確性が問題となってきたので

ある。

公正処理基準のこの意味での不明確性を解消する方法としては，法人税

法２２条４項の新設・挿入当時の会計観及びこれに基づく会計基準・慣行に

従って公正処理基準を解釈する方法（以下「静態的解釈」という）と，こ

の規定を適用する時点における会計観及びこれに基づく会計基準・慣行に

従って公正処理基準を解釈する方法（以下「動態的解釈」という）があり

得ると考えられる�。法人税法独自（固有）観点説は，ビックカメラ事件

や旧武富士事件において納税者が主張する動態的解釈を否定するために裁

判所が採用した考え方であるように思われる。しかし，裁判所のそのよう

な判断は妥当であったであろうか。

この点に関して注目されるのが，オリックス事件・東京高判平成２６年８

月２９日税資２６４号順号１２５２３（裁判所ウェブサイト。以下「オリックス事件・

東京高判」という）である。特にビックカメラ事件における裁判所の態度

（法人税法独自（固有）観点説）は，この判決との対比において興味深い

ものである。確かに，オリックス事件・東京高判は，「一般に，金融商品

会計実務指針１０５項の要件に該当する場合において，その債権の取得価額

と債権金額の差額について同項所定の償却原価法により会計処理すること

は，法人税法２２条４項にいう『一般に公正妥当と認められる会計処理の基

準』に従った適法な処理であると解され，この点については当事者間に争
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いがない。」ことを前提にして，金融商品会計実務指針１０５項の要件該当性

及び類推適用可能性について判断し後者を肯定したものであり，ビックカ

メラ事件とは前提を異にするので，ビックカメラ事件における裁判所の態

度の検討においては，意味がないように思われるかもしれない。

しかし，オリックス事件・東京高判が，実現主義による収益計上の公正

処理基準該当性の承認を前提として判断したものと解される大竹貿易事件・

最判（Ⅱ２�参照）を引用し，これに従って償却原価法による会計処理の

公正処理基準該当性の承認を前提として判断したことは，ビックカメラ事

件において裁判所が法人税法独自（固有）観点説とは異なるアプローチを

採用する可能性を示唆してくれるように思われる。つまり，償却原価法は

取得原価主義に属する会計処理方法であるが，取得原価主義は大竹貿易事

件・最判が判断の前提とした実現主義と同じく伝統的な会計観（収益費用

アプローチ）に基づく考え方であるから，ビックカメラ事件において裁判

所は大竹貿易事件・最判を参照する以上，「リスク・経済価値アプローチ」

が実現主義とは異なる会計観に基づく考え方であることを理由にして，「リ

スク・経済価値アプローチ」を採用する不動産流動化実務指針による会計

処理について公正処理基準該当性を否定することができたように思われる

のである。実現主義や取得原価主義は法人税法２２条４項の新設・挿入当時

において既に確立されていた会計観（企業会計原則の会計観）に基づく考

え方であるから，これらによって公正処理基準を解釈することは静態的解

釈を採用することを意味する。

このように，ビックカメラ事件において裁判所は公正処理基準に関する

静態的解釈によって，法人税法独自（固有）観点説によるのと同じく，不

動産流動化実務指針による会計処理の公正処理基準該当性を否定すること

ができたと考えられる。では，公正処理基準の解釈について静態的解釈又

は動態的解釈のいずれによるのが妥当であろうか。
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「法人税法２２条４項にいう『一般に公正妥当と認められる会計処理の基

準』には，企業会計原則・同注解，企業会計基準委員会が策定する企業会

計基準，中小企業の会計に関する指針，会社法や金融商品取引法の計算規

定などのように明文化されたものだけでなく，確立された会計慣行が含ま

れる。これらの会計基準は時代とともに変化するものであり，必ずしも常

に公正妥当であるとは限らない。」� というのは，そのとおりである。しか

し，会計基準・慣行の変化に応じて公正処理基準を動態的に解釈すること

を認めるならば，昭和４２年度税制改正において税制簡素化のために犠牲に

された公正処理基準の民主的正統性を，その後の解釈によって更に犠牲に

することになろう。というのも，昭和４２年度税制改正において立法者が今

日における会計観の展開及びこれに伴う会計基準・慣行の変化を想定して

法人税法２２条４項を定めたとは，到底考えられないからである。

そうである以上，立法者は，会計基準・慣行の変化が税制簡素化答申に

いう「課税の公平の維持等税制の大本」（罫線囲み④�１）を崩すことにな

る場合には，「別段の定め」で対処することによって，公正処理基準の民

主的正統性の犠牲を少なくとも昭和４２年度税制改正当時の程度に維持すべ

きであろうし，実際にそのようにしてきたと考えられる。例えば，「平成

１２年に，企業会計における金融商品会計基準の設定に合わせて，法人税法

において，金融取引に関する取扱いの抜本改正を行い，企業会計における

取扱いと法人税法における取扱いの細部にわたる調整を行っているが，こ

れは，両者の調整の模範例であると考えてよいものである。」� といわれて

いるところである。

このように検討してくると，法人税法独自（固有）観点説は，公正処理

基準の民主的正統性の犠牲を動態的解釈によって拡大させることを阻止す

る点では，妥当であるが，しかし，「課税庁や裁判所が，公平負担や税収

確保の目的を背後に，『公正妥当な会計処理の基準』という文言を利用し

公正処理基準の法的意義

─　　─２５５



て，別段の定めとして立法されていないルールを作り出そうという試み」� 

によって，立法者による「別段の定め」の定立の必要性（立法事実の重要

性）を減じることにもなりかねない。ここにも，法人税法独自（固有）観

点説のジレンマがある。

Ⅳ　お わ り に

以上，本稿では，公正処理基準該当性の判断に対する裁判所の態度とし

て法人税法独自（固有）観点説を取り上げ，これを法人税法２２条４項の立

法経緯及び立法趣旨に照らしつつ解釈論的に検討することを通じて，公正

処理基準の法的意義を明らかにしようとした。その結果，①法人税法独自

（固有）観点説が依拠する「適正な課税及び納税義務の履行の確保を目的

（同法１条参照）とする同法の公平な所得計算という要請」は，大竹貿易

事件・最判の説示した「法人税法の企図する公平な所得計算という要請」

とは意味内容を異にする，したがって，②法人税法独自（固有）観点説の

立場に立つ裁判例は，大竹貿易事件・最判の説示する上記「要請」を正解

しておらず，それ故，同最判を参照するのは妥当でない，③法人税法独自

（固有）観点説は，法解釈論の観点からみると，法人税法１条を参照し同

法の目的を「適正な課税及び納税義務の履行の確保」として捉え，このよ

うな一般的抽象的な「目的」を斟酌してなされる目的論的「解釈」であり，

狭義の法解釈の限界を超えた一種の法創造として租税法律主義に反する考

え方である，との結論に至った。その上で，法人税法独自（固有）観点説

を租税法律主義の観点から更に検討し，同説が公正処理基準の「第三者性」

及び「不明確性」との関係で，同説が公正処理基準の民主的正統性の確保

を指向しながら租税法律主義に反する事態を招来するというジレンマに陥

ることを明らかにした。
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以上の検討結果をより一般化してまとめると，公正処理基準は，法人税

法の観点からではなく，企業会計の観点から解釈すべきものである。法人

税法独自（固有）観点説は，税法における恣意の排除（租税法律主義の自

由主義的側面）と民主的正統性の確保（租税法律主義の民主主義的側面）

のうち後者を当然の前提とするかのようであり前者への配慮が十分でない

ところに，その問題性の本質があると考えるところである。

　　【注】

� 八ツ尾順一教授は租税回避を視野に入れて公正処理基準を検討しておられる

（同『租税回避の事例研究［七訂版］』（清文社・２０１７年）第６章［初出・２０１５

年］）。なお，租税回避が税法の宿命的課題であること（谷口勢津夫『税法基本

講義〔第５版〕』（弘文堂・２０１６年）【６６】参照）について，八ツ尾教授は「税法

の世界で解決し得ないテーマ」（前掲書・初版はしがき），「古くて新しいテー

マ」（同３頁）と述べ，筆者と共通の認識を持っておられる。

� 角田享介「法人税法２２条４項に関する一考察―企業利益概念の変革と公正処

理基準の解釈の観点から―」税務大学校論叢７９号（２０１４年）１頁，４５�４６頁。

� 酒井克彦「法人税法２２条４項にいう『公正処理基準』該当性に係る判断アプ

ローチ―東京高裁平成２５年７月１９日判決を素材として―」商学論纂（中央大学）

５７巻１・２号（２０１５年）７９頁，９０�９１頁。

� 武富士事件としては最判平成２３年２月１８日訟月５９巻３号８６４頁の事案が有名で

あるが，本稿では，これと区別するために，会社更生手続開始後の事件である

ことから本件を「旧武富士事件」と呼ぶことにする。

� 佐藤英明「判批」判評６７２号（２０１５年・判例時報２２４１号１７０頁）８頁，９
　

 頁。

酒井・前掲注�も全体を通じて同様の認識を示し，しかもそれを支持している。

本稿で扱う裁判例より前の論文ではあるが，池田誠「収益認識に関する一考察

―法人税基本通達に与える影響―」税務大学校論叢７０号（２０１１年）１６５頁，２３３

頁も参照。

　　なお，佐藤英明教授はほぼ同じ時期（２０１５年２月）に発表された判例評釈・

TKC 税研情報２４巻１号１９頁，２３�２７頁で，特に大竹貿易事件・最判に関して，

本文で引用した論評に比べてより詳細かつ慎重な検討を加えておられる。また，

佐藤教授は，本文での引用部分の次の箇所で，「脱税協力金の損金算入を否定し

たエス・ヴィ・シー事件最高裁決定（最決平成６年９月１６日刑集４８巻６号３５７

頁）やその控訴審判決（東京高判昭和６３年１１月２８日高刑集４１巻３号３３８頁）も，

この系譜に連なるものと考えられる」と述べ，自身の判例評釈（「脱税工作のた

めの支出金の損金性」『租税判例百選［第４版］』（平成１７年，有斐閣）１０２頁）
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を参照しておられる。この点については，本稿では採り上げないが，筆者は異

なる理解をしている（谷口・前掲注�【４１９】【４９１】参照）。

� 法人税法独自（固有）観点説は，本文で先に引用した「基準内容アプローチ」

に相当するものと考えるところであるが，そのアプローチにいう「内容」を

「法人税法独自（固有）の観点」として明示するために，法人税法独自（固有）

観点説という名称を用いることにした。なお，そのような考え方は，税務会計

学の学説においてもみらるところである。富岡幸雄『新版 税務会計学講義（第

３版）』（中央経済社・２０１３年）５２頁は，公正処理基準の内容に関する見解の１

つとして「あくまでも税法の目的理念に即して基準の取捨選択を行ったうえで

その範囲を確定すべきとする見解」を挙げている。

� 綿引万里子「判解」法曹会編『最高裁判所判例解説民事篇　平成５年度（下）』

（法曹会・１９９６年）９９１頁，１００９�１０１０頁は，「本判決の以上のような判断は，･･････，

これまでの最高裁判例の流れを踏襲しつつ，法人税法２２条４項の立法趣旨に照

らして，取引の経済的実態からみて合理的なものとみられる収益計上の基準の

中から，当該法人が特定の基準を選択している場合には，これを是認すべきで

あるとして，権利の確定時期についての弾力的な解釈の下に，収益計上時期に

ついては納税者の選択の余地があることを明らかにしたものといえる。」（下線

筆者）と解説している。佐藤・前掲注� TKC 税研情報２４巻１号２４頁も参照。

� 以下では，賦課課税制度と申告納税制度という法人税の課税手続に着目して

法人税法２２条４項の立法経緯を概観したが，法人所得税の本質ないし個人所得

税との関係の観点から概観するものとして，中里実「企業課税における課税所

得算定の法的構造�」法学協会雑誌１００巻１号（１９８３年）５０頁，５６頁以下があ

る。同５６頁は「我が国においても，擬制説→実在説→擬制説と立法が揺れ動い

たにもかかわらず，課税所得を企業利益にリンクさせる方式が立法上一貫して

採用されてきた。」と述べ，同頁以下で，法人税法２２条４項を中心とする現行法

人税法成立の直前までを３期に分けて概観している。

� 鈴木一水『税務会計分析―税務計画と税務計算の統合―』（森山書店・２０１３

年）２０１頁。

� 鈴木・前掲注�２０２頁。武田昌輔『武田昌輔 税務会計論文集』（森山書店・

２００１年）１３３頁［初出・１９９３年］も，「当時［＝明治３２年］においても，株主総

会の議決された損益計算書に基づいて政府が所得金額を決定していたのである。

この意味においては，確定決算主義は，法人所得課税が始まって以来終始一貫

しているといってよい。」と述べている。黒澤清監修・富岡幸雄編集『税務会計

体系　第１巻　税務会計原理』（ぎょうせい・１９８４年）４２頁［畑山紀執筆］も同

旨。

� 鈴木・前掲注�２０４頁。

� 鈴木・前掲注�２０５頁。

� 河合信雄「法人税法上の会計処理基準の創設」経済論叢１０３巻２号（１９６９年）
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１８７頁，１９２頁。

� 武田・前掲注�１２１頁［初出・１９９９年］。黒澤監修・富岡編集・前掲注�４４頁

［畑山執筆］も「税務会計と企業会計との交渉は，『企業会計原則』と『シャウ

プ勧告』の公表を契機として急速に活発化した」と述べている。

� 武田昌輔『法人税回顧六〇年～企業会計との関係を検証する～』（TKC 出版・

２００９年）１１５頁［初出・１９７３年］。

� この意見書について，本稿では，会計６２巻１号（１９５２年）１１９頁以下に「資

料」として収録されたものを参照した。

� 武田・前掲注�１１３頁［初出・１９７３年］。

� 武田・前掲注�１１６頁［初出・１９７３年］。

� この間の動向・状況については，鈴木・前掲注�２０９�２１５頁，武田・前掲注�

１１７�１２２頁［初出・１９７３年］参照。

� 武田・前掲注�１２２頁［初出・１９７３年］。

� 黒澤監修・富岡編集・前掲注�５１頁［畑山執筆］は「税制調査会の税制簡素

化路線と企業会計審議会の自主性尊重路線」と呼んでいる。

� この意見書について，本稿では，会計９０巻６号（１９６６年）１０８６頁以下に「資

料」として収録されたものを参照した。

� 中里・前掲注�６２頁。

� 武田・前掲注�１２２頁［初出・１９７３年］。

� 企業会計審議会「税法と企業会計との調整に関する意見書について」会計９０

巻６号（１９６６年）１０８６�１０８７頁。

� 中里・前掲注�６３頁。

� 日本租税研究協会「税務行政簡素化に関する諸問題」租税研究１８８号（１９６５

年）２頁。

� 日本租税研究協会・前掲注�２頁に収録された，国税庁長官吉岡英一の社団

法人日本租税研究会会長金子佐一郎宛の書簡参照。

� 日本租税研究協会「税務行政の簡素化に関する意見」租税研究１８９号（１９６５

年）３頁以下参照。

� 日本租税研究協会「税制簡素化に関する意見」租税研究１９８号（１９６６年）２

頁。なお，「税務行政の簡素化に関する意見」（前掲注�）に対して国税庁長官

泉美之松から日本租税研究会会長金子佐一郎宛に昭和４１年３月９日付で届いた

書簡については，「税務行政の簡素化に関する国税庁長官書簡」租税研究１９２号

（１９６６年）３４頁参照。

� 日本租税研究協会・前掲注�３頁。

� 日本租税研究協会・前掲注�２頁以下参照。

� 日本租税研究協会・前掲注�２頁。

� 日本租税研究協会・前掲注�２�４頁。

� 本稿では，政府税制調査会税制簡素化特別部会「税制簡素化についての中間
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報告（案）」（昭４１.９.８　税簡小６―１）として産業経理２６巻１０号（１９６６年）１５６

頁以下に収録されたものを参照した。

� この答申については，公益社団法人日本租税研究協会の HP で参照すること

ができる。参照，http://www.soken.or.jp/p_document/zeiseishousakai_pdf/ 

s４２０２_s４２zeiseikaiseihoka.pdf［最終確認日：２０１７年１２月１８日］。

� 武田昌輔「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」税務大学校論叢３

号（１９７０年）１１０頁，１４３頁は次のように述べている。すなわち，「会計慣行とい

う場合には感覚としては，現に企業実務のなかにおいて実践されているもので

あることを要し，健全という場合には妥当というよりもむしろ保守的な匂をもっ

ているように思われる。

　　法人税法において，『一般に公正妥当と認められる会計処理の基準』と規定し

て，会計慣行とか，会計原則とかの用語を用いることを避けたのは，このよう

な点にあるものと思われる。換言すれば，企業実務における会計慣行とか，『企

業会計原則』とかに拘束されない趣旨のもとに，公正妥当と認められる会計処

理の基準という用語を用いたものと解される。」

� 武田・前掲注�１２５頁［初出・１９７３年］。

� 金子宏『租税法〔第２２版〕』（弘文堂・２０１７年）３３０頁，谷口・前掲注�【４１３】

等参照。

� 法人税法２２条４項の趣旨を同様に捉えるものとして鈴木・前掲注�２１６�２１７頁

参照。

� 塩崎潤「税制簡素化の実施にあたつて」税経通信２２巻５号（１９６７年）２頁，

３
　

 頁。

� 谷口・前掲注�【４１３】，角田・前掲注�２１頁参照。なお，法人税の課税所得

計算の場面において税制簡素化という考慮と適正な企業経理の尊重という考慮

について，筆者は両者に同等の意味ないし価値を認めるものであるが，論者に

よっては力点の置き方が異なることがあるように思われる。

中里実「企業課税における課税所得算定の法的構造�」法学協会雑誌１００巻７

号（１９８３年）１２９５頁，１３０３頁は，「課税所得算定が企業会計に基づいて行なわれ

ることの背景には，ドイツやアメリカにおけると同様，二度手間を省くという

実際的な理由が存在すると考えるべきである。法人税法２２条４項が，税制簡素

化に関する税制調査会の作業をもとに成立したことは，このことを端的に物語

るものといえよう。」と述べていることからすると，前者の考慮を重視している

ように思われる。ほかに金子・前掲注�３３０�３３１頁も参照。ビックカメラ事件・

東京地判も「同項は，同法における所得の金額の計算に係る規定及び制度を簡

素なものとすることを旨として設けられた規定であ［る］」と判示するが，同地

判が法人税法独自観点説を採用したのは，中里・上掲１３０６頁注（１６）が上記引

用部分に関する注記として「このように考えることは，解釈論上少なからぬ意

味をもつといえよう。例えば，このように考えれば，企業会計に租税会計を近
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づけること自体に意味を見出すが如き議論を，租税法上の公平や租税行政の便

宜といった租税法独自の要請により斥けることが一層容易となろう。」と述べて

いるようなことを考慮したからかもしれない。もっとも，中里実教授は実際に

はそのような解釈を行っておられないように思われる。むしろ，興銀事件・東

京高判平成１４年３月１４日訟月４９巻５号１５７１頁が公正処理基準該当性を「その結

果によって課税の公平を害することになるか否かの見地からも検討されなけれ

ばならない問題」とする考え方を判示したことに対して，「これは，法人税法２２

条４項を一種の否認規定として用いる考え方であり，到底賛成し難い。高裁判

決の考え方は，企業会計と異なる処理を２２条４項により強制することを正面か

ら認めるものであり，別段の定めのない場合であっても，法人税法の基本構造

を無視したものであるのみならず，租税法律主義に反する可能性さえあるとい

えよう。」（同「貸倒損失―時価主義の下の資産評価」税研１０４号（２００２年）３９

頁，４２頁）と述べておられる。

これに対して，藤井誠一「課税所得の概念―法人所得概念を中心として―」

北野弘久編『判例研究日本税法体系２　租税実体法Ⅰ』（学陽書房・１９７９年）３

頁，１５頁は「この規定［＝法人税法２２条４項］が昭和４２年にはじめて追加規定

された趣旨は，本来，課税所得は，確定決算主義（法法７４条参照）に基づき企

業利益を基礎として誘導されて算定されるため，その前提条件として企業利益

が公正処理基準に従って企業の恣意を排しつつ自主的に経理処理されて計算さ

れることが要求される。つまり，税務における画一的処理の排除と自主的経理

の尊重と会計慣行の尊重である。」と述べていることからすると，後者の考慮を

重視しているように思われる。

� 藤掛一雄「法人税法の改正」国税速報２０２３号（１９６７年）７５頁，７６頁。これは，

税法学２０２号（１９６７年）３７頁以下にも転載されているが，須貝修一「法人税法２２

条４項」法学論叢８２巻６号（１９６８年）１頁，１８頁では，法人税法２２条４項に関

する「ポスト，ファクトーの立案者解説としてほとんど経典視されている資料」

とされている。

� 渡邊進「公正妥当な会計基準」税経通信２６巻５号（１９７１年）２頁，４
　

 頁。

� 中村利雄『法人税の課税所得計算〈改訂版〉―その基本原理と税務調整』

（ぎょうせい・１９９０年）８４頁。武田・前掲注�１３２頁も，「商法はそれ自体政策立

法であることから，純粋の企業会計の立場は歪められているといってよい。し

たがって，税法としては本来課税所得の算定という立場から，常に企業会計を

出発点とすべきであって，商法会計を出発点とすべきではない。」と述べてい

る。

� 武田・前掲注�１７２頁。

� 吉国二郎・武田昌輔『法人税法〔理論篇〕』（財形詳報社・１９７５年）１８２頁。

� 金子・前掲注�３３２頁。

� 谷口勢津夫ほか『基礎から学べる租税法』（弘文堂・２０１７年）３０�３１頁［一高
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龍司執筆］。一高龍司「損金の算入時期に関する基本的考察―費用を中心に」金

子宏監修・中里実ほか編集代表『現代租税法講座　第３巻　企業・市場』（日本

評論社・２０１７年）１３５頁，１４２�１４４頁も参照。

� 武田・前掲注�１７２頁。

� 武田昌輔『企業会計と税法（新訂版第２刷）』（森山書店・１９８５年）１頁は，

「税法においては，税法の立場からの要請としての所要の規定を設ける場合に

は，いわゆる『別段の定め』をもって明らかにすることとなるが，これ以外の

事項については，原則としては，一般に認められる会計処理の基準にしたがっ

て計算されることとなるのである。」と述べている。また，成道秀雄『税務会計

―法人税の理論と応用―』（第一法規・２０１５年）１２頁も，「公正妥当な会計処理

の基準の解釈はあくまで企業会計の領域でなされるもので，法人税法の解釈が

入る余地はない。それゆえ法人税法の考え方が一般に公正妥当な会計処理の基

準と整合しないところについては『別段の定め』でもって対処することになる。」

と述べている。

� 金子・前掲注�７３�７５頁，谷口・前掲注�【１１】等参照。

� 武田隆二『法人税法精説〔平成１７年版〕』（森山書店・２００５年）３８頁。

� 大竹貿易事件・最判で検討された実現主義について継続性の原則の重要性を

説くものとして，川端康之「判批」判例評論４３２号（１９９５年・判例時報１５１２号

２１６頁）３０頁，３４頁の次の指摘は傾聴すべきものである。すなわち，「『企業会計

原則』は実現主義によることだけを明らかにするにとどまり，特殊な取引形態

を除き（･･････），個別具体的取引においてどの時点で『実現』があったかにつ

いては触れておらず，『実現』の意義をはじめすべてを学説に委ねている。そこ

で，法人税との関係で観察した場合，『一般に企業会計の網は相当に粗』い（金

子宏『総論―権利確定主義は破綻したか』日税研論集２２号３頁，１４頁（１９９２））

との批判もある。しかし，このような意味での実現主義がその具体的基準を特

定しない背景には，実現にはさまざまな形態が存在し，それらのうちのいずれ

かを継続的に適用して収益計上を行なっていれば，複数の会計期間を通じて観

察した場合には特に問題とされる必要はないという配慮が働いているのである

（継続性の原則）。従って，企業会計上の実現主義については同時に継続性の原

則も考慮されなければならない。」

� 綿引・前掲注�１００３頁。

� 綿引・前掲注�１００９頁。

� 谷口勢津夫「税法における所得の年度帰属―税法上の実現主義の意義と判断

枠組み―」税法学５６６号（２０１１年）２６７頁，２８６頁は，大竹貿易事件・最判が法人

の収益計上時期について示した考え方を「実現主義としての権利確定主義」と

して理解する。この判決も踏まえた筆者の考え方については同２８９�２９０頁，同

「収入金額の計上時期に関する実現主義の意義―判例分析を中心に」阪大法学６４

巻６号（２０１５年）１５２９頁，同・前掲注�【４０３】【４０４】参照。
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� 綿引・前掲注�１０１２頁。

� そのような理解を示しながら，そのような理解の射程を限定的に捉える見解

として，伊藤剛志「公正処理基準に従った収益の計上―流動化取引の裁判例の

考察」金子宏監修・中里実ほか編集代表『現代租税法講座　第３巻　企業・市

場』（日本評論社・２０１７年）９７頁，１１３�１１６頁，１２２頁参照。

� 目的論的解釈に関する筆者の考え方については，谷口・前掲注�【４８】参照。

� 法人税法１条の解釈論上の意義については，酒井克彦『プログレッシブ税務

会計論Ⅰ―租税法と企業会計の接点―』（中央経済社・２０１６年）７０�７３頁参照。

� 谷口・前掲注�【１８】参照。

� 谷口・前掲注�【１８】参照。

� 谷口・前掲注�【４８】のほか【４１８】も参照。

� 金子宏『�日本租税研究協会創立６０周年記念　所得税・法人税の理論と課題』

（日本租税研究協会・２０１０年）１２６頁。中里実「企業課税における課税所得算定

の法的構造（５・完）」法学協会雑誌１００巻９号（１９８３年）１５４５頁，１５９６頁のほ

か，岡村忠生『法人税法講義［第３版］』（成文堂・２００７年）３８頁，柳裕治「税

務会計研究における確定決算主義」斎藤静樹ほか総編集・安藤英義ほか責任編

集『体系現代会計学［第５巻］企業会計と法制度』（中央経済社・２０１１年）２９５

頁，３１８頁も参照。

� 谷口勢津夫「租税回避の法的意義・評価とその否認」税法学５７７号（２０１７年）

２４５頁，２６８頁参照。「質の高い立法力」という言葉は，宮崎裕子「一般的租税回

避否認規定―実務家の視点から〈国際的租税回避への法的対応における選択肢

を納税者の目線から考える〉」ジュリスト１４９６号（２０１６年）３７頁，４３頁で用いら

れているものである。

� 第５５回国会参議院大蔵委員会会議録第１２号（昭和４２年５月２６日）３頁に記録

された結城義人説明員の発言。

� K. Vogel, Perfektionismus im Steuerrecht, StuW １９８０, ２０６. この論文は冒頭

で，完璧主義の弊害について，「立法者は，税法をより精確に規定しようとすれ

ばするほど，詳細規定の上によりぎっしりと詳細規定を積み上げれば積み上げ

るほど，税法を『制御』することがますますできなくなる。」と述べているが，

その本旨は完璧主義からの離脱にある（谷口勢津夫『租税条約論』（清文社・

１９９９年）１８６頁，２２２頁注（２）参照）。なお，須貝・前掲注�２５頁は，正当に

も，「課税所得の計算は課税要件事実に属するものである。ところが税法の要件

事実の多くは既に取引であり行為であり会社であり他の法の法律事実である。

しかし税法プロパーの規定とからみ合った複雑な事実である。このような事実

のすみずみにまですべて租税法律主義を徹底させることは不可能であるし，ま

たそのようなことをすべきではない。税法は税法の分を心得るようにせよ，と

いうのが今回の税制簡素化である。」（下線筆者）と述べている。

� 須貝脩一「税法の基礎理論　法人税法２２条４項のはなし」納税月報２１巻１号
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（１９６８年）６０頁，６７頁。

� 武田昌輔「課税所得金額の計算構造」金子宏ほか編『実践租税法大系（下）

法人税編』（税務研究会・１９８１年）９６頁，１４５頁。武田・前掲注�１０７頁［初出・

１９８１年］もほぼ同文。

� 清永敬次「法人税法２２条４項の規定について」税法学２０２号（１９６７年）２７頁，

２８頁。

� 武田昌輔「公正処理基準と税法」租税法研究４号（１９７７年）７１頁，８１頁。塩

崎・前掲注�５頁は，「私は，これらの税法の通達の計算規定の大部分は，企業

会計の進歩，納税者の自信，さらには税務側のケース・バイ・ケースの思想の

習熟さえあれば削除してもよい筈の当然の規定と考えている。しかし，このよ

うなドラスティックな削除案を提案すると，法令や通達で示された計算規定と

いう『より所』に慣れて，自ら解釈することに慣れていない納税者あるいは企

業の経理担当者と税務官吏とを奈落の底につき落とすことにもなりかねない。」

ので，「その表現は，サラリと」法人税法２２条４項を追加した旨を述べている。

� 武田・前掲注�１４６頁。

� 本文Ⅱ２�①で概観したように，法人所得課税制度が創設されて以来，各事

業年度の総益金から総損金を控除するという計算方法は昭和４０年の法人税法全

文改正まで維持され，しかも総益金及び総損金の意義についてはすべて解釈に

委ねられていた。このことは，昭和４０年の法人税法全文改正で益金及び損金の

概念が定められた後も，それらの概念の構成要素である収益，費用及び損失の

計算に関しては，基本的に同じ状態であった。

� 「法人税基本通達の制定について」（昭和４４年５月１日直審（法）２５（例規））

は，「この法人税基本通達の制定に当たっては，従来の法人税に関する通達につ

いて全面的に検討を行ない，これを整備統合する一方，その内容面においては，

通達の個々の規定が適正な企業会計慣行を尊重しつつ個別的事情に即した弾力

的な課税処理を行なうための基準となるよう配意した。」とし，「第一に，従来

の法人税通達の規定のうち法令の解釈上必要性が少ないと認められる留意的規

定を積極的に削除し，また，適正な企業会計慣行が成熟していると認められる

事項については，企業経理にゆだねることとして規定化を差し控えることとし

た。」としているが（下線筆者），この点について，藤井茂男「課税ベース―公

正処理基準の視点から―」税務会計研究２３号（２０１２年）５３頁，６１頁は「別段の

定め以外に関する解釈権が，課税庁から公正処理基準への移行に伴って課税庁

の解釈も公正処理基準に従うことになる。」と述べている。

� 北野弘久「昭和４２年度税法改正への若干の疑問―第５５回国会公述要旨―」税

法学１９８号（１９６７）２７頁は，「この規定［＝法人税法２２条４項］が，税務行政の

実際において，事実において，通達行政をジャスティファイする手段として利

用される危険性があるように思われます。」（第５５回国会衆議院大蔵委員会会議

録第１６号（昭和４２年５月２３日）２頁参照）と述べており，その意味するところ
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は重要であると考えられる。

ただ，本文で述べた考え方からすれば，通達は公正処理基準を創設すること

はできないと考えるべきである。むしろ，「法解釈としての法人税基本通達等の

すべてが公正妥当なものであるかどうかについては再検討の余地が存するもの」

（黒澤清総編集・武田昌輔責任編集『体系近代会計学ⅩⅢ　税務会計論』（中央

経済社・１９７９年）１９頁［武田昌輔執筆］）といえよう。原省三「公正処理基準と

通達との関係について―東京地裁平成１９年１月３１日判決を契機として―」税大

ジャーナル６号（２００７年）８８頁，１０２頁は，「通達の定める取扱いに基づく会計

処理が一般社会通念に照らして公正で妥当なものであり，それが企業会計にお

ける慣行となっていると認められる場合には，その通達に定められた取扱いは

公正処理基準に該当する」と述べているが，それは，通達による公正処理基準

の創設を認める趣旨ではなく，清永・前掲注�２９頁が述べる次のような趣旨に

理解すべきものと考えられる。すなわち，「ある通達が新規定の『一般に公正妥

当と認められる会計処理の基準』に適合するものである場合は，その通達の解

釈は裁判所によつても支持されるであろう。しかしこのことは通達自身に一般

的な法的拘束力が付与されることを意味しない。裁判所はあくまでも法２２条４

項を適用するのであつて通達それ自身を法的拘束力あるものとして適用するの

ではないからである。たとえばある学説が法２２条４項の正しい解釈を示すなら

ばその学説は裁判所によつて支持されることになるであろうがそのことによつ

て学説に法的拘束力が与えられるものではないのと事情は同じことであろう。」

� 谷口・前掲注�【６０】参照。

� 以上の私見について，基本的には既に谷口・前掲注�【４１４】で述べたところ

である。

� 佐藤・前掲注� TKC 税研情報２４巻１号２８頁。課税要件法定主義に対する佐

藤英明教授の考え方については，同「租税法律主義と租税公平主義」金子宏編

『租税法の基本問題』（有斐閣・２００７年）５５頁，特に６４頁以下（課税要件法定主

義を中心とする「租税法律主義の二層化」）参照。

� 中里実「租税法と企業会計（商法・会計学）」商事法務１４３２号（１９９６年）２６頁

は，「侵害規範としての租税法の特質を考慮すれば，租税法が課税要件を法律以

外のものに委任するということは考えられない。」と述べた上で，「会計の三重

構造」（金子・前掲注�３３１�３３２頁。）に基づき，法人税法２２条４項が直接依拠す

る会計処理の基準を商法（会社法）という「法律」の中に求めているが，これ

は，そうすることによって公正処理基準の民主的正統性を承認し，もって法人

税法２２条４項の課税要件法定主義違反の問題を回避しようとする見解であると

考えられる（中里・前掲注�１５９６頁参照）。この見解は，法人税法２２条４項の立

法経緯及び立法趣旨や租税法律主義の目的を踏まえそれらの見地からこの規定

の課税要件法定主義違反の問題を検討する私見（本文�参照）とは異なるが，

課税要件法定主義の観点からは十分に成り立ち得るものと考えられる。この見
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解を支持するものとして，伊藤・前掲注�１１１頁，酒井・前掲注�５８頁，７７頁参

照。

なお，金子宏教授は，「会計の三重構造」を説いておられるが，課税要件法定

主義違反の問題を「非常に難しい問題」とされつつ，「会計の三重構造」に言及

されることなく「課税要件法律主義と両立し得るものだと今のところは考えて

おります。」（金子・前掲注�１２７頁）と述べるにとどめておられる。

� 松沢智『新版　租税実体法―法人税法解釈の基本原理―』（中央経済社・１９９４

年）１５７頁は，「会計学は単なる収支計算の技術方法にすぎず，それ自体何ら規

範性はない。若しも，その技術的手段が法的判断の準拠となる資格を獲得する

ためには，更に法的ヴェールを覆皮しなければならない。」と述べているが，法

人税法２２条４項は少なくとも会計学の技術的手段を覆皮する「法的ヴェール」

にはなり得るものと考えられる。

� 芦部信善『憲法学Ⅰ　憲法総論』（有斐閣・１９９２年）５１頁。

� 日本税法学会は，第３３回大会（１９６７年１１月１１日・１２日）で法人税法２２条４項

を取り上げシンポジウムを行ったが（同「第３３回大会記録��」税法学２０４号

（１９６７年）１頁・２０５号（１９６８年）１頁参照），それに先立ち，中川一郎教授が

「法人税法２２条４項に関する問題点」税法学１９９号（１９６７年）４１頁以下で問題提

起を行い，それに対する回答（梗概）が税法学２０２号（１９６７年）・２０３号（同年）

に掲載された。それらのうち特に清永・前掲注�，山田二郎「法人税法２２条４

項と商法の計算規定との関係（便概）」税法学２０２号３０頁は法人税法２２条４項の

不明確性を問題にしていた。

� この問題を最初に指摘されたのは清永敬次教授（当時は助教授）ではなかっ

たかと思われる。清永教授は日本税法学会「第３３回大会記録�」税法学２０４号

（１９６７年）２６頁で「立法論としてはこのような内容の明確でない規定は憲法の租

税法律主義の原則から考え，明確性の要請というようなものから考えて，おそ

らく憲法上の問題として当然問題となり得るのではないかというふうに考えて

おります。」と述べておられる。ほかに，山田二郎「公正処理基準の機能―消極

論の立場から―」同『山田二郎著作集Ⅰ　租税法の解釈と展開�』（信山社・

２００７年）３２１頁［初出・１９９４年］，中里・前掲注�１５９６頁，酒井・前掲注�５８�５９

頁参照。

� 鈴木・前掲注�２２１頁。

� 企業会計基準委員会・討議資料「財務会計の概念フレームワーク」（２００６年１２

月。https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/misc/begriff/２００６� 

１２２８.html［最終確認日：２０１７年１２月１８日］）。

� 谷口・前掲注�【４１２】では，醍醐聰「会計的配分と価値評価」企業会計５６巻

１号（２００４年）２６頁，同『会計学講義〔第４版〕』（東京大学出版会・２００８年）

３８�４１頁に従い，会計観について「会計的配分思考」と「価値評価思考」という

表現を用いたが，前者は収益費用アプローチに，後者は資産負債アプローチに

近畿大学法学　第６５巻第３・４号
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それぞれ相当するものと考えられる。なお，谷口勢津夫「法人税法における評

価損益と四層の包括的所得概念」阪大法学６４巻２号（２０１４年）３１７頁も参照。

� この点については，朝長英樹「法人所得の意義と法人税の納税義務者に関す

る基本的な考え方」税務大学校論叢５１号（２００６年）２９９頁，３６３�３６７頁，原省三

「公正処理基準に関する一考察―最近の我が国の企業会計制度の変容を踏まえて

―」税務大学校論叢５８号（２００８年）２４５頁，２６２�２７２頁参照。

� 谷口・前掲注�【４１７】参照。「静態的解釈」及び「動態的解釈」という解釈

方法は，例えば，条約に定義のない用語に関する１９９５年改正前の OECD モデル

租税条約３条２項の解釈をめぐって議論されたことがある。この点については，

谷口・前掲注�２２頁，５３頁注（６４）参照。

� 増井良啓『租税法入門』（有斐閣・２０１４年）２０４頁。

� 朝長・前掲注�３６４頁。他の調整例については谷口・前掲注�【４１７】参照。

� 岡村・前掲注�３１頁。
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